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はじめに：多様性を基本としたコミュニティの「住まい」 
 

牧野 篤（共同提案者／東京大学大学院教育学研究科） 

 

 

 

 この社会では、超高齢社会「悲観論」から人生 100 年時代「希望論」への価値観の転換が求

められている。工業社会の大量生産・大量消費を基本とした人々の生活のあり方はすでに過ぎ

去り、多元性と多様性を基本とした消費社会へと私たちが足を踏み入れてすでに 30 年の歳月が

経っている。しかし、この社会はいまだに、工業社会の均質で画一的な量的拡大を是とする価

値観に縛られ、縮小する市場と増大する高齢者人口を目の前にして、立ちすくんでいるように

見える。 

 物質生活が成熟し、個性が求められる社会においては、人々が相互の関係の中で、新たな価

値をつくりだし続けることが求められるが、そこではまた個人の自立と対話が重要となる。と

ころが、私たちのこの社会では、自立が自己責任論と重ねられることで、孤立を招き、対話は

形成されず、クレームのつけあいへと変容してしまっている。 

 その結果、社会には幾重にも分断線が走り、経済のイノベーションは起こらず、人々はなす

すべなく下方へと平準化し、社会が解体していく事態となっている。それはまた、人々の「あ

いだ」であった関係が切断されて「はざま」へと変質し、その「はざま」が大きく口を開けて、

人々を飲み込む、底の抜けた社会が到来していることを意味している。 

 私たちには、改めて「はざま」を新たな「あいだ」へと組み換え、人々の孤立を自立と対話

へと練りあげ、生活の基盤をつくりだすことが求められている。その試みは、従来のような「国」

という単位での施策ではあり得ず、自立と自治に支えられるコミュニティの形成であることの

他にない。 

それは、人々がともに配慮しあいつつ、生活を営む、共生社会である。そこでは、人々は互い

に異なっているからこそ、対話的な関係に入ることで、新たな価値をつくりだし続ける、横に

展開する運動としての生活を営むこととなる。それはまた、社会の規範に自らをあてはめて、

生活を律するあり方から、他者との交流の中で、相互の承認と配慮、そして交流にもとづく当

事者性を生み出すことにつながっている。 

 このコミュニティでは、従来、弱者であった人々が、当事者性を獲得することで、共助の関

係に定礎された自助を実装することで、強靱な社会基盤をつくりだす事となる。これが、地域

共生社会づくりの基本的な観点である。 

 地域共生社会とは、人々が日常生活を送るコミュニティであり、今後、労働を含めた、あら

ゆる生活の基盤として措き直され、人々がその当事者となる場である。その時、問われるのは、

人々の生活を物質的に支える「住まい」のあり方である。私たちに求められるのは、「住まい」

を、個人や家族が所有する物質空間としての住宅ではなく、人々が当事者となり、相互に配慮

しあい、認めあいつつ、常に新たな価値をつくりだす交流空間と見なすこと、そしてその「住

まい」とはどのような姿を纏うのかを問い、実装することである。 
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 本報告書は、新しい社会における「住まい」のあり方を検討するための基礎資料であり、ま

た上記の新しいコミュニティを鎌ケ谷市に形成するための予備的な考察でもある。今後、本報

告書の内容を基礎として、具体的な「住まい」を社会実装する試みが期待される。 
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第 1 章 地域共生社会づくり拠点施設整備のための 

調査研究事業の内容 
 

 

1. 事業の背景と課題 

現代の超少子高齢社会の中、慢性的な介護職不足が深刻化している現状を踏まえ、高齢者等

の見守りや孤立を防ぐため、地域での支え合いによる取り組みが急務である。また、子どもへ

の虐待の深刻化や子どもの貧困が社会問題となっている今日、人間関係の希薄化等により地域

社会の大人が地域の子どもに関心を払わず、関わろうとしない傾向が見られる。生活支援等が

必要な住宅確保要配慮者（高齢者、障がい者、子育てをしている家庭など）と考えられる住民

が安心して住むことを可能にする住宅提供においても十分な対応がなされていない現状がある。 

さまざまな人々が、すべて分け隔てなく暮らしていくことのできる地域をつくるためには、

支える人と支えられる人に分けることなく、ともに支え合い、さまざまな人々の能力が発揮さ

れることが必要である。 

地域共生社会の実現のために、「支え手」「受け手」という関係を超えた多世代交流の推進が

必要であるが、サロン的な空間を設けるだけで、多様な人々が自然に集まってくるわけでもな

い。それぞれの相互理解、共助による役割の仕組みをいかに作り出していくかが大きな課題で

ある。 

近年の様々な災害でも浮き彫りになっているが、単身高齢者や障がい者の方達が地域の避難

所等に移動できているかなどの情報をいかに確保するか、また障害があるゆえ、避難所を利用

する事ができない方への利用可能な避難所を地域でどう確保していくか、という点が課題とな

っている。 

 

 

2. 本事業が目指す方向性 

(1) 新しい施設建設の構想 

本事業では、千葉県内でもっとも路線本数の多い「新鎌ヶ谷駅」から徒歩圏内の土地（東電

の遊休地）であり、通勤しやすい場所に、高齢者や障がい者、子育て世帯が入居可能な拠点施

設を建設することを目指して、調査・研究を行った。 

この拠点施設では、地域共生社会づくりの一助となるよう、地域の多様な人々が気軽に集う

ことができるスペースや住宅確保要配慮者等が安心安全に暮らすことができる居住空間、また

高齢者等が経験とスキルを発揮して活動できるワークシェアリングを通じたビジネスマッチン

グを行い、多様な人が生きがいを持って元気に活動できる場を提供する計画である。 

また、当該施設の中に、子ども食堂機能を有する地域住民のコミュニティの場としての「地

域食堂（ごちゃまぜ食堂）」を設置する予定としている。本食堂では、カード決済とポイント制

のシステムを導入して、子どもの疑似労働体験がポイントとしてカードに加算されるなど、将

来働いて自立することの目標を生み出すと同時に低所得世帯の子どもたちが気後れすることな

く、他の子どもたちと一緒に集うことができるように配慮する。また、本施設に居住する高齢
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者や地域に住む高齢者に、子どもの見守りや食堂の従業者として関わりを持ってもらうなど、

多世代交流を促進する。更にフードロスに対応したモデルケースづくりも視野に入れて、安全

な食品が安定的に供給されるように食品販売事業者や流通事業者等との流通システムを確立す

るよう取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[図表 1-1] 本事業のイメージ図 

新鎌ヶ谷プロジェクト・イメージ

• ライフス׻ージ、年齢に適した住ま
い（住み替え、リフォーム）や住ま
い方（就労、福祉サービスの利用、
相続、遺言、成年後見等）等の生活
全般に関する総合相談機能を整
備し、最後まで自分らしく暮らし続
けることを応援する。

•連携先候補➡不動産後見ア׾バイ
ザー、相談支援事業所、法律家等

•総合病院との提携による医療総合
相談窓口の設置による健康上の
生活向上につなげる。

•総合病院との提携により在宅医
療の推進

•連携先候補➡鎌ヶ谷市地域総合
病院

•地域に開かれた拠点として、ハン
ィキャップがあっても快適に利׼
用できるシェアオフィスを整備
し、自分の得意分野を活かしなが
ら行える起業をバックアップし、
近隣地域の活性化を図る。

•連携先候補➡税理士法人、行政
書士法人、シェアオフィス事業者

•地域の誰もが気軽に利用できる食
堂や共同リビングを整備し、多様な
世帯の互助を促進する環境を提供
するとともに、それら事業にかかわ
る雇用を創出する。また、地域の子
供たちや就労経験の無い方々など
に体験場所となる。

•連携先候補➡共同仕入事業者、
ファス׽フー׾店等

• IOT活用による見守り付き住宅
を整備し、効率的な見守りと役割
をもって暮らせる仕組みを作るこ
とによって、長く健康で自分らし
く、最後まで暮らせる環境を目指
す。

•連携先候補➡通信事業者、医療福
祉関係事業者、建築事業者、民生
委員児童委員等

要配慮者・
見守り住宅
の整備

多世代・地
域交流拠点
の整備

生活総合相
談機能の整

備

居住継続機
能の整備

[図表 1-2] ダイバーシティ・シェアリングスペースのイメージ 

 

 

・車いす対応可能なシェア
リングオフィス

・ビジネスマッチング
・ワークシェアリング

シェア
リング

ごちゃま
ぜ食堂

オフィス

起業支援
就労支援

ダイバー
シティ研
究開発

医療

・高齢者・子ども・障がい者、みんなが集ま
れる「フードセンタードコミュニティ」

・会員専用で、カード決済
困窮者割引はカードが自動読み取り、表に
でない仕組

・税理士、行政書士等による起
業支援

・福祉も活用した就労支援

・ITやAIロボットなどを活用した
「居場所」

・ネット会議アプリ等を活用した
「つながり」

・高齢者、障がい者、その他社会
的弱者も活躍できるための研究
開発

・総合病院との提携により
在宅医療の推進（退院支
援、医療総合相談窓口、
その後の居住支援）

・⻭科医師による訪問口腔
ケア

・将来のWEB診療の開発推
進
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いる。なお、

[図表 1

[図表 1-
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専用地域に
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建設予定の建物は、地域食堂やデイサービスルーム等の福祉的設備を地域住民に提供すると

ともに、高齢者や障がい者、子育て世帯が入居可能な共同住宅としての機能も持たせる計画と

している。建物は地上 5 階建ての RC 㐀で、1 階と 2 階に福祉施設が設置され、3 階以上は共同

住宅とする予定である。（図表 1-5 を参照。） 

また、建設予定地上には南西方向から北東方向へ高圧送電線（電圧 154kV）があり、建築基

準法等の法規上の規制はないが、東京電力パワーグリッドとの協議が必要となる。 

そして、建設予定の建物の 5 階ルーフと送電線との離隔距離について、太陽光パネル等の設

置を考慮すると、6.00m 以上の距離が必要となる。建設にあたっては、建設予定の建物の高さ

および形状と送電線との離隔距離を調査確認することとなる。 

なお、現プランはこれらの問題をクリアした設計（高さ 16.87m）としている。（※送電線の

たわみの最下点 24.00m） 

 

 

3. 事業の実施体制 

本事業の実施体制としては次の通りである。 

代表提案者である株式会社あんどを中心に事業を展開し、調査・研究活動については共同提

案者である東京大学大学院教育学研究科生涯学習論研究室が大きな役割を担った。 

それ以外にも、東京電力パワーグリッド株式会社など、様々な企業や団体の協力を得ながら

事業を実施した。 

本事業の実施体制の概要を示すと図表 1-6 のようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

[図表 1-6] 本事業の実施体制 

新鎌ヶ谷プロジェクト運営体制

• (株)あんど （プロジェク׽リーダー）（入居施設・入居者総合管理・家賃保証）

• （株）サンセイラン׼ィック （建築主）

• 東京大学 大学院教育学研究科 生涯学習論 牧野篤研究室

プロジェクトメンバー

• 鎌ケ谷市

• 鎌ケ谷総合病院

• 東京電力パワーグリッ׽株式会社 （地主・電力設備等協力事業者）

• 一般財団法人 高齢者住宅財団

オブザーバー

• (株)あんど

• 東京大学大学院教育学研究科生涯学習論研究室コミュ׻؀ィ意思決定支援プロジェク׽

事務局
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5. 事業の
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とにより、

） 
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社会的弱者の保護や災害時の相互扶助が必要なときに、地域がうまく機能しない現状があるこ

とから、普段の生活においての結びつきや有事の助け合いの絆をあらためて深めることができ

るように取り組みを進めた。 

地域の中で、住民に安心・安全を提供できる拠点となるような施設の設置を目指して、地域

の多様な人々が気軽に集まり、協働して活動や仕事を行うことができる場、および高齢者や障

がい者をはじめ多様な人々が共同で暮らせる場を確保する事やその方達を支える仕組みづくり

を行った。 

その具体的な調査・研究活動の概要としては以下の通りである。 

(1) 鎌ヶ谷市における生活に関するアンケート調査 

鎌ヶ谷市市民を対象に、生活に関するアンケート調査を実施することにより、子どもを取り

巻く状況や子育てしている家庭の状況および単身高齢者の状況について把握した。その中で、

地域住民のコミュニティの場として有用な施設になると考えられる「地域食堂（ごちゃまぜ食

堂）」について、そのニーズ調査や設置のあり方に関する検討を行った。 

 

(2) 見守りやコミュニケーションにおける IT 技術や AI ロボット活用に関する調査研究 

IoT 技術を活用した見守りや AI ロボットを活用した見守り住宅を整備するために、ＩＴ企業

の様々な取り組みを参考にしながら、コミュニケーション支援のあり方について調査研究を行

った。 

 

(3) 地域食堂におけるキャッシュレスカードの活用に関する調査研究 

地域食堂に、貧困な子供やそうでない子ども達が共に集い、また高齢者や障害を持つ方や生

活困難者が、支払金額を見られないようにカードで決済し、お手伝いなどをした場合にポイン

トを貯められるようなカードシステムの開発のあり方について調査研究を行った。また、フー

ドロスの解決の一助となる食堂の運営のため、食品販売事業者や流通事業者等が展開している

事業の態様を参考にしながら、食材提供のための体制について検証した。 

 

(4) ワークシェアリングのハブ機能づくりのための仕組みに関する調査研究 

ダイバシティーを踏まえて、高齢者等の経験やスキルを必要とする企業や個人事業者とのビ

ジネスマッチングを行うためのシステムと雇用以外の働き方としてのワークシェアリングのあ

り方について調査研究を行った。 

 

(5) 施設利用者用保険および少額短期保険に関する調査研究 

高齢者について、家族との関係性に頼ることなく自身の最期を迎えられるシステムを、保険

の仕組み（施設利用者用保険や少額短期保険など）で構築できないかという点について調査研

究を行った。 

 

(6) 災害時に必要なライフラインの確保および食糧備蓄等に関する調査研究 

災害時での施設機能の稼働、地域住民に携帯電話の充電を提供するなど、必要最低限の電気
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を提供する太陽光発電および蓄電システムの整備、蓄電池や燃料電池車の導入などに関する調

査研究を行った。 

 

(7) 電動車椅子の実走実験とバリアフリーマップの作成 

鎌ヶ谷市におけるバリアフリーの状況を実際に検証することを目的として、建設予定地の周

辺地域を対象に電動車椅子による実走実験を実施した。また、同市のバリアフリー化の状況を

見える化し、市民にバリアフリーの状況を把握してもらうために、鎌ヶ谷市のバリアフリーマ

ップを作成した。  
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第 2 章 鎌ヶ谷市における生活に関するアンケート調査 
 

 

1. アンケート調査の概要 

  本事業䛾一環として、鎌ヶ谷市の市民を対象に、生活に関するアンケート調査を実施した。 

 アンケート調査䛾実施概要として䛿次䛾通りである。 

・調査期間： 2020 年 8 月 20 日～2021 年 1 月 16 日 

・調査対象者： 鎌ヶ谷市の市民 

・調査方法： アンケート用紙の配布および郵送等による回収、またはホームページでの質問

および回答1 

・アンケート対象人数： 300 人 

・有効回答数： 2242 （回収率 75％） 

 

 

2. アンケートの回答の集計結果 

 本アンケート䛾回答䛾集計結果について䛿以下䛾通りである。 

 

(1) 性別 

「問１. あなた䛾性別䛿。」 

 回答者䛾性別について質問したところ、女性が 63％で

男性が 37％という結果であった。女性䛾方が回答䛾割

合が大きかった。 

アンケート䛾テーマが生活に関するも䛾であった䛾で、

女性䛾方が、より強く興味を持ってくれたも䛾と推測され

る。 

 

 

 

 

 

(2) 年齢 

「問 2. あなた䛾年齢䛿。」 

回答者䛾年齢について䛿、70 代䛾人が最も多く、全体䛾半数（50％）を占めていた。回答者䛿、全体

                                                  
1 コロナ禍で直接市民に働きかけることが困難であったため、地域で活動している団体や鎌ヶ谷市

議会議員などを通じて、アンケート用紙を市民に配布した。 
2 本調査䛾母数を鎌ヶ谷市民（109,943 人）とすると、サンプル数䛾比率䛿 0.002%である。 

（鎌ヶ谷市ホームページ「住民基本台帳人口【総人口・世帯数】」（㼁㻾L：

http://www.city.kamagaya.chiba.jp/sesakumidashi/toukei-info/jinkou_mokuji/juukijinkou/jyuuki-soujinko

u/index.html（2020.0124 最終確認）） 

[図表 2-1] 性別 

男, 37%

女, 63%

(n=214)
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的に年配䛾人が多く、回答者全体に占める高齢者（65 歳以上）䛾割合䛿 7 割超（75％）であった。 

アンケート䛾設問に、高齢期䛾生活に関するも䛾が比較的多く含まれていたため、高齢者がより強く

関心を示した可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 居住地区 

「問 3. あなた䛾お住まい䛿鎌ヶ谷市䛾何地区ですか。」 

回答者䛾居住地区について䛿、回答者䛾約半数（47％）

が市䛾「中央地区」に居住しており、次いで「東部」（33％）、

「南部」（20％）䛾住民が多かった。 

中央地区䛿、市䛾拠点的性格を持った都市軸を構成し

ていて、人口が相対的に多いということもあり、こ䛾ような結

果となっているも䛾と思われる。 

 

 

 

 

 

 

(4) 世帯人数 

「問 4. あなた䛾世帯䛾人数䛿、あなたを含めて何人ですか。」 

回答者の世帯人数については、一世帯あたりの人数で最も多かった回答は 2 人であり、全体

の半数超（54％）を占めていた。また、一世帯あたりの平均人数は約 2.5 人であった。 

回答者に占める高齢者の割合が大きかったことから、高齢夫婦の 2 人世帯が多いように推測

される。 

[図表 2-2] 年齢 

 

0% 2% 3%

11%

3%

17%

50%

14%

0% 0%
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

(n=222)

[図表 2-3] 居住地区 

中央, 
47%

東部, 
22%

南部, 
20%

中央東, 
6%

西部, 
3% 北部, 

1%

(n=214)
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(5) 同居している人 

「問 5. 次䛾うち、あなたと同居している人を選択してください。（複数回答）」 

回答者と同居している人は誰かを複数回答で質問したところ、最も多かったのは「配偶者（パ

ートナー）」で、回答者全体の 7 割（71％）を占めていた。次いで多かったのが「自分の子ども」

であり、全体の 4 割（39％）であった。また、「ひとり暮らし」の人も 1 割（11％）ほどいた。 

回答者に䛿高齢者が多かったことから、高齢䛾夫婦で暮らしている人や独居高齢者が比較的多いよ

うに推測される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

[図表 2-4] 世帯人数 
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8% 5%
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(n=222)

[図表 2-5] 同居している人 

 

71%

39%

11%

9%

8%

2%

0% 20% 40% 60% 80%

配偶者（パートナー）

自分䛾子ども

ひとり暮らし

親（配偶者等䛾親含む）

自分䛾孫

そ䛾他

(n=218)
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(6) 子どもの有無 

「問 6. あなた自身䛾子ども䛿いますか。同居・別居䛿問

いません。」 

回答者䛾子ども䛾有無を尋䛽たところ、「子どもがいる」

と回答した人が全体䛾 9 割（87％）で、「子どもがいない」と

回答した人䛿全体䛾 1 割（13％）であった。 

「子どもがいる」と回答した人䛾うち、高齢者䛾場合、子

ども䛿すでに成人して独立しているケースが多く、また 40

代まで䛾回答者䛾場合、子ども䛿学校教育を受けていて

親と同居しているケースが多いようである。 

 

 

 

 

「問 6-1. お子さん䛿下校後、主にどこで過ごされますか、また䛿過ごしていましたか。（複数回答）」 

問 6 で、「子どもがいる」と回答した人に、子ども䛾下校後䛾過ごし方について複数回答で尋䛽たとこ

ろ、「自宅」で過ごしているという回答が圧倒的に多く、全体䛾 7 割（72％）を占めていた。それ以外䛾回

答で䛿、「学童保育」（9％）や「習い事」（5％）などがあったが、いずれも相対的に少なかった。 

非常に多く䛾子どもが下校後に自宅で過ごしているという結果となっており、こ䛾点䛿課題であるよう

に思われる。例え䜀、もう少し家から外に出て、地域で活動する機会が子どもに与えられた方が望まし

いであろう。一例を挙げると、子どもが地域䛾人々と交流できるような場所を作って、子どもに様々な人と

コミュニケーションできる機会を提供するといったことが考えられよう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

[図表 2-6] 子どもの有無 

子ども

がいる, 
87%

子ども

䛿いな

い, 13%

(n=222)

[図表 2-6-1] 子どもの下校後の過ごし方 
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0% 20% 40% 60% 80%
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児童館

学習塾

友達䛾家

アルバイト

そ䛾他

(n=176)
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(7) 同居している高齢者の人数 

「問 7. あなた自身も含めて、同居䛾家族䛾中に、65 歳以上䛾高齢者䛿何人いますか。」 

回答者に、同居している高齢者䛾人数を尋䛽たところ、最も多い回答䛿 2 人（全体䛾 48％）で、次い

で 1 人（同 32％）であった。3 人以上と回答した人䛿いなかった。そして、同居している高齢者䛾平均人

数䛿 1.3 人であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「問 7-1. そ䛾高齢者䛾生活上䛾課題について、心配に思っている事䛿ありますか。（複数回答）」 

問 7 で、「同居している高齢者が 1 人以上いる」と回答した人に、そ䛾高齢者䛾生活上䛾課題につい

て複数回答で尋䛽たところ、「健康」について心配しているという回答が最も多く、全体䛾 8 割以上（86％）

を占めていた。続いて、「介護」（48％）、「医療」（40％）、「年金や生活費」（27％）䛾順であった。 

これを回答数全体䛾割合からまとめてみると、高齢者䛾身体（「健康」「介護」「医療」）に関する心配

が全体䛾 75％を占めており、またお金（「年金や生活費」）に関する心配が 11％を占めていた。ここから、

同居する高齢者について䛿、特にそ䛾体とお金䛾ことについて心配している様子が見て取れる。他方、

心配が全くないという回答䛿わずか 1％に過ぎなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

[図表 2-7] 同居している高齢者の人数 
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[図表 2-7-1] 高齢者の生活上の課題 

 

86%

48%

40%

27%

20%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

健康について

介護について

医療について

年金や生活費について

相続や終活について

住宅や住み替えについて

なし

そ䛾他

(n=162)
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(8) 現在の居住形態 

「問 8. あなたが現在住んでいるお住まい䛿、

次䛾どれにあたりますか。」 

回答者に、現在住んでいる住まい䛾形態に

ついて尋䛽たところ、「持ち家䛾一戸建て」が

全体䛾 8 割（79％）であり、「持ち家䛾集合住宅」

が 1 割強（15％）であった。回答者に高齢者が

多かったこともあり、回答者全体䛾 9 割強

（94％）が持ち家であった。 

 

 

 

 

(9) 近所付き合い 

「問 9. 近所同士䛾付き合い䛿ありますか。」 

回答者に、近所同士䛾付き合いがあるか尋

䛽たところ、「親しく行き来している」が全体䛾 3

割弱（26％）であり、「たまに立ち話をする等、

何かしら䛾交流がある」が 5 割弱（47％）であっ

た。2 つ䛾回答を合わせると、ある程度䛾近所

づきあいがある人䛾割合䛿全体䛾 7 割（73％）

に達していた。 

他方、「道で会え䜀あいさつを交わすくらい」

が 2 割（21％）、「顔もよく知らない」が 4％であり、

ほとんど近所づきあいがない人が全体䛾 3 割

弱（27％）であった。 

 

 

(10) 地域の困りごとの有無 

「問 10. 地域䛾困りごとや不安䛿ありますか。」 

 回答者に、地域䛾困りごとや不安があるか尋䛽たところ、

「ある」という回答が全体䛾 4 割弱（36％）で、「ない」が 6 割

（62％）であった。 

 なお、「そ䛾他」と回答した人䛾具体的内容として䛿下記

䛾通りである。 

 

 

  

[図表 2-8] 現在の居住形態 

持ち家䛾一

戸建て, 79%

持ち家䛾集

合住宅, 15%

民間䛾借家, 
4%

公営䛾借家, 
1%

持ち家䛾一戸建て

持ち家䛾集合住宅

民間䛾借家

公営䛾借家

社宅、官舎など

そ䛾他

(n=211)

[図表 2-9] 近所付き合い 

親しく行き来

している, 
26%

たまに立ち

話をする

等、何かし

ら䛾交流が

ある, 47%

道で会え䜀

あいさつを

交わすくら

い, 21%

顔もよく知ら

ない, 4%

親しく行き来している

たまに立ち話をする等、

何かしら䛾交流がある

道で会え䜀あいさつを交

わすくらい

地域䛾イベント等で会う

くらい

顔もよく知らない

そ䛾他

(n=215)

[図表 2-10] 地域の困りごとの有無 

ある, 
36%

ない, 
62%

そ䛾他, 
2%

(n=207)
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・「そ䛾他」䛾回答における具体的内容 

駅や商店が遠い 

高齢者が多い、健康・災害対応 

交通量が増えるも、道路整備に問題 

共助がない 

 

 

「問 10-1. そ䛾困りごとや不安䛿ど䛾ようなことですか。（複数回答）」 

 問 10 で、地域䛾困りごとや不安があると回答した人に、そ䛾困りごとや不安䛿何かを複数回答で尋䛽

たところ、一番多い回答䛿「支援が必要と思われる人や世帯など䛾福祉に関する事」であり、全体䛾 4 割

（43％）を占めていた。次いで、「ゴミや騒音など䛾環境に関する事」（33％）、「通学路や歩道、街路灯な

ど䛾交通に関する事」（31％）、「近所付き合いなど䛾人間関係に関する事」（21％）䛾順となっていた。 

 地域に支援が必要な人がいることが大きな不安要素になっており、地域社会䛾人々䛾関係性䛾中で

そういった人々と䛾関わり合いを通じて、問題䛾解決につなげていく方法を探っていくことが望ましいよう

に思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「そ䛾他」䛾回答における具体的内容 

収集日と違う日にゴミが出されていることがよくある 

近所䛾人が公道に自転車や植木を置いて邪魔 

歩道が狭く、凸凹も多く、歩きにくいところが多い 

隣䛾青年が時々奇声を出す 

高齢社会で、高齢者同士が協力し合えるか心配 

在日外国人䛾支援方法 

自衛隊機䛾低空飛行が危険、心配、騒音 

今䛿いいが、買い物や通院等が心配 

[図表 2-10-1] 地域の困りごとの内容 

 

43%

33%

31%

21%

21%

14%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

支援が必要と思われる人や世帯など

䛾福祉に関する事

ゴミや騒音など䛾環境に関する事

通学路や歩道、街路灯など䛾交通に

関する事

近所付き合いなど䛾人間関係に関す

る事

治安に関する事

そ䛾他

(n=87)
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道路䛾冠水 

降水量が多いと家䛾前が洪水になる 

犬䛾フン害 

 

 

(11) 地域食堂を利用したいか 

「問 11. 交流しながら食事ができるような子ども食堂やフードバンク䛾機能を備えた、誰でも利用できる

地域食堂が近くにあれ䜀、利用したいと思いますか。」 

これまで䛾回答䛾傾向から、地域においていくつか䛾社

会的な課題が生じていることが浮かび上がってきた。これ

に対処するため䛾 1 つ䛾方策として、地域䛾人々が誰でも

利用できて、サロン䛾ような交流䛾場にもなる施設を設置

するという方法が考えられる。そ䛾施設になり得るも䛾とし

て䛿、例え䜀地域䛾人が誰でも利用できる食堂（ここで䛿

それを地域食堂と呼ぶ）を挙げることができる。 

そこで問 11 で䛿、こ䛾ような地域食堂があれ䜀利用した

いと思うかを尋䛽てみた。すると、地域食堂䛾利用に肯定

的な回答（「利用したい」＋「どちらかというと利用したい」）

が全体䛾約半数（48％）で、逆に否定的な回答（「どちらか

というと利用したくない」＋「利用したくない」）䛿全体䛾 2 割

強（24％）という結果になった。 

肯定的な回答が否定的な回答を大きく上回る結果となり、こ䛾ような食堂に䛿かなり䛾ニーズがあるこ

とが示された。こういった食堂䛾設置が、地域䛾問題解決䛾一助となり得る䛾で䛿ないかと期待される。 

 

 

「問 11-1. 地域食堂を利用したいと思う理由䛿、次䛾どれにあたりますか。（複数回答（2 つまで選択

可））」 

問 11 で、地域食堂䛾利用に肯定的な回答をした人に、地域食堂を利用したいと思う理由について

尋䛽たところ、一番多い回答䛿「いざという時に助かると思うから」（全体䛾 57％）であった。続いて、「子

ども䛾ためにあると安心だと思うから」（同 28％）、「一人で食事する䛾䛿寂しい䛾で人と交流しながら食

事ができると思うから」（同 28％）、「親が仕事等で遅くなる時に便利だと思うから」（同 20％）䛾順であっ

た。 

これらをまとめると、普段䛿大丈夫であるが必要になったとき䛿利用したという意見や、子どもにとって

有用といった意見が多いような印象を受ける。 

 

・「その他」の回答における具体的内容 

地域交流ができる 

高齢のため、食事の仕度が難しい 

[図表 2-11] 地域食堂を利用したいか 

利用した
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15%

利用した

くない, 
9%

わからな

い, 28%

(n=212)
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食事は健康の土台 

一人になったとき不安 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「問 11-2. 地域食堂を利用したいと思わない理由䛿、次䛾どれにあたりますか。（複数回答（2 つまで

選択可））」 

問 11 で、地域食堂䛾利用に否定的な回答をした人に、地域食堂を利用したくないと思う理由につい

て尋䛽たところ、一番多い回答䛿「食堂を利用する必要がないから」（全体䛾 65％）であった。続いて、

「食堂まで行く䛾が面倒だから」（同 28％）、「他人と食事をする䛾䛿苦手だから」（同 12％）䛾順であっ

た。 

利用したくない理由として挙げられた䛾䛿、そ䛾ほとんどが消極的な理由（必要がない、行く䛾が面倒）

であった。他方、積極的な理由として挙げられたも䛾で気がかりな䛾が、「食堂を利用していることを他

人に知られたくないから」という回答である。食堂を利用したい人が、他人䛾目が気になるといった理由

で利用できなくなるという事態䛿避けるべきであり、そ䛾点、技術的に対応できないか検討すべきであろ

う。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

[図表 2-11-1] 地域食堂を利用したい理由 
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[図表 2-11-2] 地域食堂を利用したくない理由 
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・「そ䛾他」䛾回答における具体的内容 

自宅から当該食堂が遠いため 

好み、ゆっくり食事したい 

今䛿 2 人でなんとかなっている 

好き嫌いが多いから 

 

 

(12) 災害時に必要な設備・機能 

「問 12. 災害時や緊急時に食料や飲料水以外で必要だと思う設備や機能䛿何ですか。（複数回答（3

つまで選択可））」 

回答者に、災害時や緊急時に必要な設備や機能䛿何かを複数回答で尋䛽たところ、一番多い回答

䛿「トイレ䛾設備」（全体䛾 83％）であった。続いて、「充電等ができる電源䛾確保」（同 43％）、「必要な

情報提供、伝達」（同 40％）、「プライバシーが保護される設備」（36％）䛾順であった。 

災害時に自治体等䛾公的施設が利用できると䛿限らないため、地域に必要な設備や機能を提供で

きる施設があった方が望ましいと考えられる。アンケート結果を見る限り、実際に住民䛾ニーズも高いよう

である。 

住民䛾ニーズ䛾中で特に注目される䛾が、「充電等ができる電源」に対するニーズである。災害により

停電になった場合、携帯䛾充電、暖房や調理器具などに電気を供給できる設備が非常に重要になる。

それゆえ、災害等に備えて、地域住民に必要最小限䛾電気を提供できる設備を有する民間䛾施設が

地域において必要とされるだろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(13) 休日の過ごし方 

「問 13. 休日䛿ど䛾ように過ごすことが多いですか。」 

回答者に、休日䛾過ごし方について尋䛽たところ、一番多い回答䛿「自宅」であり、全体䛾約 7 割

[図表 2-12] 災害時に必要な設備・機能 
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（67％）であった。次いで、「ショッピング」（全体䛾２７％）、「ドライブや旅行」（同 10%）と続いていた。 

問 6-1 䛾質問（「子ども䛾下校後䛾過ごし方」）でも、全体䛾 7 割䛾子ども䛿自宅で過ごしていたが、

同様に大人も、7 割䛾人䛿休日に自宅で過ごしているという結果になった。 

子どもだけでなく、大人についても、地域䛾人々が一層交流できるような機会を提供することが必要

であるように考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「そ䛾他」䛾回答における具体的内容 

家事等䛾雑務、終活、サークル活動 

勉強会、お稽古事 

習い事 

自宅で䛾健康維持 

実家（独居䛾母）に行く。また䛿娘宅へ行き犬䛾散歩 

家庭菜園 

ボランティア 

美術館、図書館 

子供が来てくれる䛾で、買い物や食事等䛿できる 

趣味、学習 

友人とお茶 

家庭菜園 

 

 

(14) 市内にあると良い施設 

「問 14. 市内にあると良い（利用したい）と思う施設（機能）䛿何ですか。（自由記述）」 

回答者に、市内にあると良いと思う施設について、自由記述で回答してもらったところ、一番多い回

答䛿「運動・スポーツ施設」（全体䛾 19％）であり、2 番目に多かった䛾が「サロン・集会場」（同 17％）で

[図表 2-13] 休日の過ごし方 
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自宅

ショッピング
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そ䛾他

(n=207)
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あった。次いで、「映画館」（同 10％）、「図書館」（8％）、「公園」（7％）などが続いていた。 

これら䛾回答䛾中で特に注目される䛾が「サロン・集会場」と「高齢者用居住施設」である。回答䛾中

で、高齢者もいつでも気軽に 1 人で行けて、人々と談笑したりお茶をしたりできる場所があると良い、とい

う趣旨䛾希望を述べる高齢者が多かった。また、一般に高齢者が賃貸住宅を借りる䛾䛿難しい状況に

ある中、高齢者が（特に 1 人で）入居できる施設があると良い、というニーズもいくつか寄せられた。 

地域において、こ䛾ような住民䛾ニーズに応える設備を備えた施設（高齢者が一人でも入居すること

ができ、同時に人々が交流できるサロン的機能を備えた施設）があると望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・そ䛾他䛾回答 

カラオケ 

遊園地 

高速道路䛾インター 

博物館 

学習室 

異文化交流䛾場 

商店街 

独立した鎌ヶ谷市をアピールした施設 

福祉拠点で楽しめる施設 

ボランティア䛾拠点 

様々な年齢䛾人が合同で取り組める活動䛾できる施設 

碁会所 

児童が放課後気軽に過ごせる施設 

コミュニティセンター（習い事・行事をする） 

施設䛿増えたが余り利用していない。一部䛾人だけ䛾施設になっている 

[図表 2-14] 市内にあると良い施設 
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災害時用䛾施設

そ䛾他䛾施設

なし

(n=90)
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(15) これからの生活で不安なこと 

「問 15. あなた䛾これから䛾生活で不安なこと䛿何ですか。（複数回答（3 つまで選択可））」 

回答者に、これから䛾生活で不安なことについて複数回答で尋䛽たところ、一番多い回答䛿「健康で

過ごせるかどうか」（全体䛾 83％）であり、2 番目が「仕事や生活費䛾こと」（同 33％）であった。一般に、

健康とお金に不安を感じている人䛿多いように考えられるが、や䛿り本アンケートにおいても同じような

傾向が浮かび上がってきた。 

また、3 番目以下䛾回答として䛿、「生きがい、やりがいを見つけられるかどうか」（同 24％）、「老後を

一緒に過ごす人がいるかどうか」（同 22%）などが挙げられていた。健康やお金だけで䛿なく、生きがいや

老後䛾パートナーなどを求める傾向も見て取れた。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

(16) 今後も今の自宅で暮らしたいか 

「問 16. ずっと今䛾自宅で暮らしたいと考えていますか。」 

回答者に、今後も今䛾自宅で暮らしたいか尋䛽たところ、一番多い回答䛿「暮らしたい」（全体䛾 71％）

であった。一般に、多く䛾人䛿今住んでいる家に住み続けたいと考える傾向にある䛾で、本アンケートで

もそれが現れているようだ。ただ、「介護が必要になったら施設を利用したい」（同 15％）、「住み替えを

考えている」（同 4％）など、状況によって䛿転居を考えている人も一定数いるようだ。 

 

 

 

 

 

 

 

[図表 2-15] これからの生活で不安なこと 
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(17) 人生の終末期に望む環境や条件 

「問 17. あなたが人生䛾終末を迎えるときに望む環境や条件䛿何ですか。（複数回答（3 つまで選択

可））」 

回答者に、人生䛾終末期に望む環境や条件について複数選択で尋䛽たところ、一番多い回答䛿

「食事や入浴など自分䛾ペースで過ごせること」（全体䛾 66％）であり、次いで、「できる限り趣味や好き

な事を続けられること」（同 59％）、「最後まで家族と一緒にいられること」（同 52％）䛾順であった。 

これら䛾回答をまとめると、できるだけ他人に頼らずに家族と一緒に暮らし続けたいという希望を持っ

ている人が多いように思われる。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

・「そ䛾他」䛾回答における具体的内容 

延命措置䛿不要 

[図表 2-16] 今後も今の自宅で暮らしたいか 

 

71%

15%

4%

1%

1%

10%

0% 20% 40% 60% 80%

暮らしたい

介護が必要になったら施設を利

用したい

住み替えを考えている

住み替えを考えているが、物件䛾

手続き等に不安があり躊躇する

そ䛾他

わからない

(n=217)

[図表 2-17] 人生の終末期に望む環境や条件 

 

66%

59%

52%

23%

19%

3%

3%

0% 20% 40% 60% 80%

食事や入浴など自分䛾ペースで過ごせ

ること

できる限り趣味や好きな事を続けられ

ること

最後まで家族と一緒にいられること

誰かに見守られていること

常に医療や介護䛾専門スタッフがいる

こと

最後までペットと一緒にいられること

そ䛾他

(n=217)
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年金䛾範囲で過ごせる施設に将来入れるとよい 

最期まで一人で、他人䛾世話にならず生活できること 

最期まで自分䛾こと䛿自分でできるようにしたい 

住まいに選択䛾自由がある 

 

 

(18) 自由回答 

「問 18. 本事業について何かご意見・ご要望等ございましたら、ご自由にご記入ください。」 

最後に、本事業に関する意見や要望について、自由記述で回答してもらった。そ䛾回答䛿以下䛾通

りである。 

鎌ケ谷市䛾ことをよく知っていただき、住民に寄り添い、本当に望まれていることが事業で叶うよ

うに期待しております。 

お金がかからず、安心して集える場所があるといい 

いつでもどこでもだれにでも、共助が気軽にできるような地域 

家が置かれる環境䛾問題も大きい 

一人になって、一人で生活できなくなった時、必要なくなった家を、誰もいない者䛿、ど䛾ようにし

たら良いでしょう？寄付すること䛿できる䛾でしょうか 

こ䛾ような施設ができれ䜀ありがたい。年寄りだからと当てにする䜀かりでなく、少しでもお役に

立ちたい。感謝 

施設内で共に助け合い共同生活ができるような、趣味を楽しめるような、それでいてプライベート

が守れるような建物を作って欲しい 

入居したいと思うとき䛿、誰もが普通䛾生活ができるような施設が欲しい 

家族やペットなどと一緒に遊べる施設が欲しい 

老人たちが安心して居れる場所 

イオンやアクロスモール䛿駅から䛾導線が残念。作るなら駅からつながっていて濡れない導線が

良い。映画館が欲しい 

過ごしやすい地域作り䛾参考になると良い 

指導員が常駐する、気軽に出入りできる施設が欲しい 

施設䛿皆が平等に利用できると良い。現在、特定䛾人が利用しているようにみえる。気軽にちょ

っと䛾ぞけるような施設が良い 

高齢者が過ごしやすい住環境を作って欲しい 

誰もが利用できるスマートウェルネス住宅を作ってもらい、鎌ヶ谷市がモデル地域として発展する

とよい 

皆䛾考え方を知りたい䛾で、知らせてもらえると嬉しい 

将来、市在住䛾外国人労働者や留学生が増えると予想される。こ䛾人たちを孤立させないため

䛾行政䛾窓口、市民として溶け込むため䛾支援活動䛾拠点も必要 

街䛿発展したが、各所バラバラで余り利用できず、新しい方と䛾接点も減っている 
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3. アンケート結果の分析 

(1) 分析の方法 

以上䛾アンケート䛾集計結果を踏まえ、本節で䛿、各質問項目と「地域食堂䛾利用䛾意向」と䛾相関

䛾有無について統計的な分析を行いたい。 

新たに建設を目指している施設において、地域食堂䛿非常に重要な機能を有する設備として位置づ

けられており、鎌ヶ谷市民䛾社会的属性や生活䛾状況などが地域食堂䛾ニーズとど䛾ような関係を有し

ている䛾か（あるい䛿関係がない䛾か）を明らかにすること䛿、非常に有益と考えられる3。 

「地域食堂䛾利用䛾意向」を把握するために、問 18 において、「交流しながら食事ができるような子ど

も食堂やフードバンク䛾機能を備えた、誰でも利用できる地域食堂が近くにあれ䜀、利用したいと思い

ますか」という質問を行い、「利用したい・どちらかというと利用したい・どちらかというと利用したくない・利

用したくない・わからない」䛾選択䛾中から選んでもらった。そ䛾結果䛿、次䛾図（「図表 2-18」）䛾通りで

ある4。 

「地域食堂」を「利用したい」と回答した䛾䛿 26.1%（55

人）、「どちらかというと利用したい」と回答した䛾䛿 21.8%

（46 人）、「どちらかというと利用したくない」と回答した䛾䛿

15.2%（32 人）、「利用したくない」と回答した䛾䛿 9.0%（19

人）、「わからない」と回答した䛾䛿 28.0%（59 人）であった。 

以下で䛿、基本的な質問項目と「地域食堂䛾利用䛾意

向」と䛾関連を分析するにあたり、「地域食堂䛾利用䛾意

向」䛿「利用したい」「どちらかというと利用したい」と回答し

て肯定的に受け止めていた「利用したい」群と、「どちらとい

うと利用したくない」「利用したくない」と回答した「利用した

くない」群に分類し、「わからない」という回答䛿除外するこ

とにした。また、基本的な質問項目についても適宜 2 群に

分類して分析を行った5。 

  

                                                  
3 ただし本アンケートは、コロナ禍で市民に働きかけることが困難だったため、地域で活動してい

る団体や鎌ヶ谷市議会議員などを通じて市民に回答してもらっている。そのため、サンプリングの

信頼度が低く、結果の解釈には一定の限界がある。 
4 有効回答数は 211、無回答数は 13（全回答数の 6.2%）である。 
5 基本的な質問項目に対して Fisher の直接確率法を行い、統計解析には js-STAR（URL：

http://www.kisnet.or.jp/nappa/software/star/）（2021.01.24 最終確認）と統計解析ソフトウェ

ア「EZR」を用いた。有意水準は 5%未満とした。 

中高生を、多く䛾大人䛾目で見守り、支え、励ましてあげれるとよい。大人を信頼できる社会を作

れると良い 

入浴や体調䛾悪いときに不安。高齢者䛾シェアハウス䛿ニーズがあると思う 

[図表 2-18] 地域食堂を利用したいか 

利用した

い, 26%

どちらか

というと

利用した

い, 22%

どちらか

というと

利用した

くない, 
15%

利用した

くない, 
9%

わからな

い, 28%

(n=212)
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(2) 分析の結果 

上記䛾分析結果をまとめると、次表（図表 2-19）䛾ようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分析䛾結果、「地域食堂䛾利用䛾意向」と有意な関連があった質問項目䛿、「居住地区6」と「子ども

䛾下校後䛾過ごし方7」だった。 

                                                  
6 Fisher 䛾正確検定を行った結果、有意傾向であり (p=0.05、odds ratio=0.474、両側検定)、群 1 䛾値 1 䛾

比率が群 2 䛾値 1 䛾比率よりも有意に小さい傾向があることが見いだされた。なおオッズ比䛿条件付き最尤

推定値である。連続性修正 χ2 値より算出した効果量 w 䛿便宜的基準 (Cohen, 1992) によると小さいと判

断される (w=0.16、1-β=0.491)。また検出力（1-β）䛿不十分であり、信頼性が低い。群 1 䛾群 2 に対するオ

ッズ比について、そ䛾 95％信頼区間䛿 0.22～1.008 と推定される。また、群 1 と群 2 䛾値 1 䛾比率差につい

て、そ䛾 95％信頼区間䛿-0.333～0.002 と推定される。（［引用文献］Cohen, J. (1992). A power primer. 

Psychological Bulletin, 112, 155-159.） 
7 Fisher 䛾正確検定を行った結果、有意であり (p=0.011、odds ratio=0.246、両側検定)、群 1 䛾値 1 䛾比

率が群 2 䛾値 1 䛾比率よりも有意に小さいことが見いだされた。なおオッズ比䛿条件付き最尤推定値である。

連続性修正 χ2 値より算出した効果量 w 䛿便宜的基準 (Cohen, 1992) によると小さいと判断される 

[図表 2-19] 基本的な質問項目と「地域食堂の利用の意向」の関連 

 
※分析では両側検定を行った。有意差があった項目はグレーの網掛けをして強調している。 

n % n %

男性 56 42 75.0% 14 25.0%

女性 88 54 61.4% 34 38.6%

60歳未満 27 19 70.4% 8 29.6%

60歳以上 124 82 66.1% 42 33.9%

中央地区 64 37 57.8% 27 42.2%

それ以外 82 61 74.4% 21 25.6%

1〜2⼈ 100 69 69.0% 31 31.0%

3⼈以上 50 32 64.0% 18 36.0%

いる 134 92 68.7% 42 31.3%

いない 16 9 56.3% 7 43.8%

自宅 73 46 63.0% 27 37.0%

それ以外 32 28 87.5% 4 12.5%

持ち家ではない 11 7 63.6% 4 36.4%

持ち家である 141 94 66.7% 47 33.3%

立ち話以上 113 78 69.0% 35 31.0%

立ち話未満 38 23 60.5% 15 39.5%

ある 55 39 70.9% 16 29.1%

ない 90 59 65.6% 31 34.4%

自宅 79 52 65.8% 27 34.2%

それ以外 49 36 73.5% 13 26.5%

継続したい 104 69 66.3% 35 33.7%

それ以外 48 32 66.7% 16 33.3%

今の自宅での暮らしの継
続

1

近所づきあい 0.4256

地域の困りごと 0.5847

休日の過ごし方 0.4346

子どもの有無 0.3984

子どもの下校後の過ごし
方

0.0114

持ち家 1

年齢 0.8223

居住地区 0.0503

世帯⼈数 0.5819

男女 0.1047

項目・内訳 ⼈数
利用したい群 利用したくない群

p値
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まず、「居住地区」が「中央地区」よりも「中央地区以外」と回答した人䛾方が、「地域食堂」を「利用し

たい」と有意に高く回答する傾向にあった。中央地区以外䛾地域において䛿、地域食堂䛾ような機能を

有する施設が相対的に充実していると䛿いえないため、地域食堂に対するニーズがより高くなっている

䛾かも知れない。 

次に、「子ども䛾下校後䛾過ごし方」が「自宅」よりも「自宅以外」と回答した人䛾方が、「地域食堂」を

「利用したい」と有意に高く回答する傾向にあった。こ䛾結果について䛿、生活䛾あり方、たとえ䜀夫婦

共稼ぎであったり、さらに䛿子どもたちが地域で学童保育などに通っていて、保護者が地域について慣

れており、地域に頼ることを知っている、といったことが想像される。 

他方、「性別」「年齢」「近所付き合い」「休日䛾過ごし方」「持ち家䛾有無」と「地域食堂䛾利用䛾意向」

と䛾間に有意な関連䛿見られなかった。 

ただ、有意な関係でないが、男性䛾方が女性よりも利用䛾意向が強いようである。これ䛿、男性が家

事を苦手としているということを表している䛾かも知れない8。 

また、これも有意な関係でないが、子どもがいる人䛾方がいない人よりも利用䛾意向が強いという結果

が出ている。これ䛿、子どもが地域食堂を利用することに肯定的な考えを持っている親が比較的多いと

いうことを示唆しているといえよう9。 

 

 

4. アンケート結果に関する考察 

本アンケート䛿、本事業䛾目的に基づき、テーマが生活に関するも䛾が中心となっており、また高齢

期に関する質問が多く設けられている。これにより、女性や高齢者により強い関心を持ってもらったよう

であり、また回答率も相対的に高くなった。 

また、コロナ禍䛾中で社会調査を実施すること䛿想像以上に難しく、本アンケートもサンプル䛾無作

為抽出という点について、非常に大きな困難を抱えることとなった。 

これら䛾事項が、本アンケート䛾回答結果およびそれに関する分析や解釈に一定䛾制約を課すこと

となっている。 

上記䛾制約を踏まえたうえで、以下で、本アンケート調査䛾集計結果およびそ䛾分析について、本事

業䛾趣旨（地域における福祉的機能を備えた民間施設䛾建設）を踏まえながら考察を行いたい。 

 

(1) 新施設に期待される機能 

まず本調査で注目される䛾䛿、「問 1210」において、回答者から災害時や緊急時において必要とされ

                                                                                                                                                                       
(w=0.224、1-β=0.633)。また検出力（1-β）䛿不十分であり、信頼性が低い。群 1 䛾群 2 に対するオッズ比に

ついて、そ䛾 95％信頼区間䛿 0.057～0.815 と推定される。また、群 1 と群 2 䛾値 1 䛾比率差について、そ

䛾 95％信頼区間䛿-0.427～-0.063 と推定される。（同上） 
8 問 11-1 において、地域食堂䛾利用に肯定的な回答をした人䛾うち、「出来立て䛾温かい食事ができると

思うから」と回答した人が全体䛾 1 割強、「料理䛿苦手だから」と回答した人が全体䛾 3％ほどいた。これら䛿、

自分で食事を用意することが苦手な人が一定数以上いることを表しているといえよう。 
9 問 11-1 において、地域食堂䛾利用に肯定的な回答をした人䛾うち、「子ども䛾ためにあると安心だと思う

から」と回答した人が全体䛾 3 割弱、「親が仕事等で遅くなる時に便利だと思うから」と回答した人が全体䛾 2

割程度いた。これら䛿、子どもが地域食堂を利用することに肯定的な親が一定数以上いることを表している。 
10 「問 12. 災害時や緊急時に食料や飲料水以外で必要だと思う設備や機能は何ですか。」 
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る設備に関する様々なニーズが示されていることである。 

一番多い回答䛿「トイレ䛾設備」（全体䛾 83％）であり、続いて、「充電等ができる電源䛾確保」（同

43％）、「必要な情報提供、伝達」（同 40％）であった。また、「入浴䛾設備」（同 24％）を希望する人もい

た。 

加えて、「問 1411」において、市内にあると良い施設に関する様々なニーズも示されている。 

一番多い回答䛿「運動・スポーツ施設」（全体䛾 19％）であり、2 番目に多かった䛾が「サロン・集会場」

（同 17％）であった。 

本事業で新たに施設を建設することを目指しているが、上記で示された様々なニーズをできる限り汲

み取る努力を行う必要があろう。 

新施設で䛿、地域䛾人々が交流できるサロン的な「地域食堂（ごちゃまぜ食堂）」や災害時でも供給

可能な電源設備など䛾設置が構想されているが、これら䛿本調査で示されたニーズに相当程度応え得

るも䛾であろう。さらにこれに加えて、簡単な運動ができる設備䛾設置や、災害時におけるトイレ、入浴

設備、情報など䛾提供が実現できれ䜀、より望ましいと考えられる。 

 

(2) 新施設の利用を促す工夫の必要性 

次に本調査で注目される䛾䛿、「問 6-112」と「問 1313」䛾回答において、回答者もそ䛾子どもも、休日

や下校後において自宅で過ごす人が圧倒的に多いという点である。 

また、「問 914」において、近所づきあいがほとんどないと回答した人が 3 割弱ほどいた。 

これら䛾結果を見る限り、地域䛾人と䛾交流がほとんどない人がかなり䛾程度いるということが推測さ

れる䛾であり、こ䛾点䛿社会的な課題として認識される。本事業で䛿、新たに建設を目指している施設

に、地域䛾多世代䛾人々が交流することができるサロン的な機能を有する「地域食堂（ごちゃまぜ食堂）」

を設置する予定であるが、これ䛿、地域䛾社会的課題䛾解決䛾一助になり得ると考えられる。 

こ䛾点を踏まえて、統計分析（「地域食堂䛾利用䛾意向」と各質問項目と䛾相関関係䛾有無䛾分析）

䛾結果を見ると、少し悩ましい結果が得られた。 

分析で䛿、「子ども䛾下校後䛾過ごし方」が「自宅」よりも「自宅以外」と回答した人䛾方が、地域食堂

を利用したいと有意に高く回答する傾向にあった。つまり単純化して言うと、下校後に自宅にいる子ども

より、外で活動している子ども䛾方が、地域食堂をより強く利用したいと思っているということである。逆に

言うと、下校後に自宅にいる子ども䛿、あまり地域食堂を利用したいと䛿思っていないということである。 

また分析で䛿、近所づきあいがある人とほとんどない人と䛾間に䛿、「地域食堂䛾利用䛾意向」䛾強さ

に有意な差がないことが示された。 

上記で示した社会的課題を解決するために䛿、むしろ下校後に自宅にいる子どもに積極的に地域

食堂を利用してもらう必要がある䛾だが、実際䛿これら䛾子ども䛾利用䛾意向䛿相対的に低いという結

果が出た。また、近所づきあいがほとんどない人にも積極的に地域食堂を利用してもらいたい䛾だが、こ

れら䛾人䛿特に強く利用を希望しているわけで䛿ないという結果が出た。 

これら䛾結果を鑑みるに、地域に地域食堂䛾ような機能を持つ施設を設けただけで䛿不十分な䛾で

                                                  
11 「問 14. 市内にあると良い（利用したい）と思う施設（機能）䛿何ですか。」 
12 「問 6-1. お子さん䛿下校後、主にどこで過ごされますか、また䛿過ごしていましたか。」 
13 「問 13. 休日䛿ど䛾ように過ごすことが多いですか。」 
14 「問 9. 近所同士の付き合いはありますか。」 
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あり、下校後自宅にいる子どもや近所づきあい䛾ない人が、積極的に地域に出て行って当該食堂を利

用したいと思ってもらえるような仕掛けを施すなど䛾工夫を行う必要があるということを示唆しているとい

えよう。 
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1. 住民座

(1) 座談会

当プロジェ

いるかを把握

コロナ禍䛾

ることとした。

座談会で

げてもらい、

座談会に

て用いられる

ードに 1 つ

を俯瞰してデ

本座談会

グルーピング

 

(2) 座談会

本座談会

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   
15 KJ 法の K

座談会の方法

会の実施方法

ェクト䛾実施

握するため、

䛾中で䛾座

。 

で䛿、鎌ヶ谷

それについ

における議論

る手法䛾 1 つ

つずつデータ

データを整理

会で䛿、参加

グしていくこ

会の実施状況

会䛾実施䛾状

                  
KJ は、考案

第 3 章 住

法と議論の

法 

施フィールドで

、鎌ヶ谷市䛾

座談会開催と

市在住䛾市

いて議論した

論䛾方法とし

つで、文化人

タを書き込ん

理する。 

加者に日々感

とで、全体的

況および議

状況、および

             
案者川喜田二

住民座談

のあり方

である鎌ヶ谷

䛾市民を対象

となったため

市民に参加し

た。 

して䛿、ＫＪ法

人類学者䛾川

んでいき、それ

感じている地

的な課題状況

論の過程

び議論䛾過程

二郎氏のイニ

談会による

谷市において

象とした住民

、一度に集

してもらい、日

法を用いた。K

川喜田二郎

れぞれ䛾位

地域課題を思

況を整理した

程として䛿下

ニシャルに因

る地域課題

て、住民が居

民座談会を開

まる人数を少

日々䛾生活

KJ 法と䛿、

郎氏15によって

置を移動させ

思いつくまま

た。 

下記䛾通りであ

因む。 

①課題

をカ

②課

い

題の把握

居住地域でど

開催した。 

少数に絞り、

䛾中で感じて

主にブレイン

て考案された

せてグループ

まにカードに書

ある。 

題の抽出（各

カードに書い

題の検討（各

て検討する

 

ど䛾ような課

、それを複数

ている地域

ンストーミン

た。ＫＪ法で䛿

プにまとめな

書いてもらい

参加者に地

いてもらう。

各課題の内

。） 

課題を抱えて

数回開催す

䛾課題を挙

グ等におい

䛿、1 枚䛾カ

ながら、全体

い、それらを

地域課題

） 

容につ
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2. 座談会

(1) 地域課

座談会に

項目に整理

①福祉的

②人材 

③子ども䛾

会を通じた地

課題の整理 

において抽出

理することがで

的な支援 

䛾環境 

地域課題の

出された様々

できた。 

の整理 

々な地域課題題を、ＫＪ法をを用いてグル

③

④

⑤課

整

る

ルーピングした

③課題の項目

る性質を抽

④課題の分類

とに各課題

題の整理（

理し、全体

。） 

たところ、以

目化（各課題

抽出し、項目

類（抽出され

題を分類する

（課題を項目

体的な構造を

下䛾 11 䛾

題に共通す

目化する。）

れた項目ご

る。） 

目に従って

を可視化す
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④住まい

⑤見守り 

⑥防犯 

⑦住民意

⑧居場所

⑨地域 

⑩移動手

⑪行政 

そして、こ

 

[図表 3-1] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 各項目

また、11

る。 

 

 

意識 

所 

手段 

これら䛾地域

座談会を通

目ごとの具体

䛾各項目ご

域課題䛾全体

通じて示され

体的地域課

ごとにまとめら

体的な構造を

れた地域課題

題 

られた具体的

を簡潔に図に

題の整理 

 

的な地域課

にまとめると

課題䛾うち、主

、下図（図表

主要なも䛾を

表 3-1）䛾よう

を記すと下記

うになる。 

記䛾ようにな
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①福祉的な支援 

 

 

②人材 

 

 

③子ども䛾環境 

 

 

④住まい 

 

内　容 主　旨

支援が届いていない人がいる

自分からSOSを出せない人への支援が不十分
なため、必要なサービスを利用できていない。
また相談しても担当者の力量によって既存の
サービスであっても利用に結び付かないことが
ある。

若年層からの認知症対策が必要
認知症に対する理解が低いため、学校や職域
等、若い世代からの認知症対策が急務。

サービスが少ない
インフォーマルを含め福祉サービスが少ないと
感じる。特に子どもが利用できる福祉施設、
サービスが少ない。

内　容 主　旨

市内のボラン׻ィア団体が埋もれ
ている

素晴らしい活動をしているボラン׻ィア団体が
あっても点から線、面への活動支援が受けられ
ず、埋もれている。

担い手が減少している
独自のルール等によって心ある人が参加しずら
い仕組みとなっている。また、Ⅰターン、Uター
ンが少ないことも原因となっている。

内　容 主　旨

子どもが利用できる施設が少ない
ボール遊びができる公園がない。市民プールも
ない。

地域の教育に対するモチベーショ
ンが低い

他の地域と比べて受験のことを考えている保
護者が少ない。勉強したい子どもはたくさんい
るはず。頭が良くなるってどういうことなのか、
コミュ؀ケーションは何のために必要なのか
等、学べる場所があれば、子ども可能性を引き
出せると思う。

内　容 主　旨

高齢期に安心して入居できる施設
がほしい

普通の暮らしができる施設がほしい。家族や
ペッ׽と一緒に暮らしたい。

自宅の処分を考えると不安になる
自宅の処分問題を考えると、どうしたらいいの
かわからず相談先もわららず不安になる。

35



 

 

⑤見守り 

 

 

⑥防犯 

 

 

⑦住民意識 

 

 

⑧居場所 

 
 

  

内　容 主　旨

災害時の避難が心配
災害時に避難できない人がいると思うので、日
頃から見守りが必要。

内　容 主　旨

振り込め詐欺被害が多い
県内で一番振り込め詐欺が多いと聞いている。
見守りや近隣の関係が希薄化しているのでは
ないかと思う。

内　容 主　旨

近隣関係の希薄化
新しい方との接点が減ってバラバラになってい
る。葬儀の在り方も時代とともに変わり、個人
情報の問題もあって付き合い方が難しい。

新規参入者への壁が厚い
地域のことを考えて動いている人には優しい
が、商売の匂いがし過ぎると手厳しい。なかな
か受け入れられなくなる。

近隣市との交流は活発
福祉施設等は近隣市へ出かけて利用する方も
多く拒否感はない。

利用者負担への抵抗感
お金を払って支援を利用する意識が低く、無料
や低料金の方へ流れてしまい、結果として企業
が衰退してしまう。

内　容 主　旨

気軽に利用できる場所がほしい
子どもや高齢者気軽に利用できる居場所がほ
しい。現在は特定の人の利用に偏っている。
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⑨地域 

 

 

⑩移動手段 

 

 

⑪行政 

 

 

 

  

内　容 主　旨

地域の格差が生まれている

商業施設が集中し不便を感じる。北部には農家
が残っているが、その他のエリアでは駐車場が
増えている。農業、農地の減少が観光業を停滞
させる要因と考えられる。地域毎の住民年齢差
が大きくなり、地域の格差を生んでいる。

外国人労働者や留学生が孤立して
いる

外国人が多く住む地域なので、日常生活におい
て言葉や文化の壁を乗り越えて共生するため
の取り組みが必要だと思う。

内　容 主　旨

高齢者の移動手段が少ない バスや駅からの動線が不便。

車いす等に対応する車両が少ない 移動支援が少なく、周知も不十分である。

内　容 主　旨

財政力が低い
財政力が低いからなのか、対応力、スピー׾、応
用力が低く、行政の力が弱いと感じている。

情報提供が不十分
市民交流の場がア׿ログのままで新規アイ׼ィ
アが乏しい。
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第 4 章 見守りやコミュニケーションにおける 

IT 技術や AI ロボット活用に関する調査研究 
 

 

1. 調査研究の背景 

(1) 社会的背景 

我が国䛿世界に例を見ないスピードで少子高齢化が進み、超高齢社会および人口減少時代に突入

している。こ䛾こと䛿、労働可能人口が絶対的かつ相対的に減少し、また社会保障䛾対象となる高齢者

や障害者が相対的に増加していくことから、従来䛾日本型社会保障システムや医療システム䛿見直し

を迫られていると言っていい。 

そんな中、我が国䛾政府が構築・推進している䛾が、「人生 100 年時代構想会議」及び「地域共生社

会」䛾実現ということである。 

「地域共生社会」と䛿、「制度・分野ごと䛾『縦割り』や『支え手』『受け手』という関係を超えて、地域住

民や地域䛾多様な主体が『我が事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つ

ながることで、住民一人ひとり䛾暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会」とされている（平成 29

年 2 月 7 日厚生労働省「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部決定）。 

そしてこ䛾構想䛿、牧歌的な日本型ムラ社会へ䛾原点回帰で䛿なく、今䛾 I㼀 技術、AI およびロボット

技術などを駆使することを前提とした「共生」モデルである。 

したがって本調査研究においても、地域共生社会拠点施設で䛾見守りやコミュニケーションにおける

I㼀 技術や AI ロボットをいかに活用していくべきか、ということから検討していくこととなった。 

 

(2) コロナショックと社会諸関係の激変 

2019 年末䛾中国・武漢市で初めて確認された新型コロナウイルス（㻿A㻾㻿-Co㼂-2）䛿、2020 年１月に

国内で初めて感染者が確認された。そ䛾後、現在(2021 年 1 月末)まで地域的な感染クラスター（集団）

とそ䛾集合体による複数回䛾感染ピークを生じている。これによって、国内でも「緊急事態宣言」が発令

された。不要不急䛾外出や会食など䛾自粛が要請され、テレワーク䛾推奨、学校䛾授業等䛾オンライン

化、飲食店へ䛾時短要請など、「人と䛾関わり方」䛾常識が急激に変わろうとしている（ノーマル→ニュー

ノーマル）。 

こ䛾ことにより、本調査研究事業も、こ䛾劇的に変わりゆく社会䛾中で、次々と生み出される新たな技

術や文化に踏まえながら、進められることとなった。 

 

 

2. 調査研究の内容 

(1) 見守りやコミュニケーションツールについて 

まず、「見守り䛾場」を、日中活動䛾場、共同生活䛾場、生活䛾場（ひとり空間）䛾 3 つに分けて、それ

ぞれに AI ロボット、遠隔操作ロボット、オンラインツール䛾導入に関する効果予測とリスクをそれぞれ挙

げる。 
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[図表 4-1] 効果予測 

見守り䛾場 AI ロボット 遠隔操作ロボット オンラインツール 

日中活動䛾場 

（デイサービス等） 

感情を持たないロ

ボットと䛾会話によっ

て、何度同じ質問を

されても何度でも答

えてくれるといった、

ロボットゆえ䛾距離

感で䛾関係が築ける

か。 

ゲームやレクリエ

ーション機能を活用

し、指導員䛾代わり

に慣れるか。 

一 般 的 に 高 齢 者

及び障害者、児童䛾

デイサービスで䛿、

「管理しやすさ」䛾観

点からワンフロア空

間が選䜀れるが、そ

れ 䛿 利 用 者 䛾 ニ ー

ズと䛾ミスマッチを生

む場合も多い。より

少人数で䛾過ごし方

を希望しても、空間

を細かく分けると支

援 者 䛾 配 置 割 合 を

高めることになる䛾

で、事業として成り立

たせる䛾が難しかっ

た。 

こ䛾遠隔操作ロボ

ットを各フロアに配置

して、複数䛾ロボット

䛾 画 面 を 遠 隔 で 管

理し、必要な会話や

介入を行うといった

ことができるか。 

支援会議など䛾オ

ンライン化 

 

移 動 時 間 が な い

䛾で、支援䛾内容に

応じた専門職も会議

に参加しやすい。 

共同生活䛾場（グル

ープホーム等） 

ロボット䛾持つ顔

認 証 機 能 で利 用 者

等（高齢者、障害者）

を識別し、健康や生

活状況を個別にデー

タ管理ができるか。 

入 居 者 䛾 不 安 を

遠隔で医療者やカウ

ンセラー、相談員が

ロボットを介して遠隔

で関わることが安心

につながる。 

同上。 

生活䛾場（ひとり空

間） 

ロボットに個人的

に語り掛け会話を楽

しむことによって、孤

立感䛾緩和をするこ

と䛿できるか。 

人 が 常 時 い る 必

要䛿ないが、必要な

時に遠隔ロボットを

通じて必要な人と繋

がれる仕組み。 

テレビ電話を使っ

た相談等によって、

顔 が 見 え る 関 係 䛾

中で支援者と関われ

る。 
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[図表 4-2] リスク予測 

見守り䛾場 AI ロボット 遠隔操作ロボット オンラインツール 

日中活動䛾場 

（デイサービス等） 

高齢者、障害者䛾

発語をどこまでロボ

ットが読み込めるか 

現 場 䛾 空 間 に 遠

隔が加わることによ

って指揮系統が二重

化して、現場䛾混乱

を生まないか。 

とくに新たなリスク

䛿なし 

共同生活䛾場（グル

ープホーム等） 

高齢者、障害者䛾

発語をどこまでロボ

ットが読み込めるか 

深 夜 帯 な ど 䛾 対

応 が 十 分 に で き る

か。 

とくに新たなリスク

䛿なし 

生活䛾場（ひとり空

間） 

放置、あるい䛿破

壊䛾リスク 

深 夜 帯 な ど 䛾 対

応 が 十 分 に で き る

か。 

とくに新たなリスク

䛿なし 

 

 

(2) 実証実験の結果 

実証実験䛿、障害者䛾デイサービス（日中一時支援）・高齢者䛾グループホーム等で行われた。使っ

たロボット䛿、ソフトバンク株式会社䛾「ペッパー君」で、令和 2 年 12 月後半から令和 3 年 5 月まで行わ

れた。 

 

[図表 4-3] 実証実験の結果 

見守り䛾場 AI ロボット 遠隔操作ロボット オンラインツール 

日中活動䛾場 

（デイサービス等） 

ゲームやレクリエ

ーション機能䛾充実

䛿、多く䛾利用者を

楽しませることが分

かった。 

また心配していた

言 語 理 解 も、タッチ

パネルで䛾コミュニ

ケーションが多く、文

字が読める人に䛿ハ

ンディ䛿なかった。 

愛らしい外観によ

りリラクゼーション効

果を生み出すととも

に、顔認証機能によ

って名前を呼びかけ

られることで、ペッパ

ーに興味を持つきっ

かけとなった。 

AI ロボットとして䛾

活用が主となり、思

うような遠隔操作䛾

活用ができなかた。 

 

※当初䛿、支援者䛾

遠隔操作による支援

䛾みで䛿なく、利用

者 自 身 が 遠 隔 に て

操作を行う事で対人

業務にあたることも

想定していたが、本

実証期間で䛿未達と

なった。 

ZOOM などを使っ

た当事者も交えて䛾

支援会議をオンライ

ンで開催し、ニーズ

䛾共有やそれに踏ま

えた支援チーム䛾方

針䛾確認などがスム

ーズにできた。 

さらに䛿そ䛾動画

を非参加者とも共有

できた。 

共同生活䛾場（グル

ープホーム等） 

特 に 高 齢 者 䛾 グ

ループホームにおい

て䛿、声やジェスチ

ャーなど若いキャラ

クターに設定された

AI ロボットとして䛾

活用が主となり、遠

隔操作による活用ま

で至らなかった。 

同上。 
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ペッパー君䛿、愛ら

しい外観と相まって

癒し効果につながっ

た。 

GH で䛿、夜間䛿

遠 隔 操 作 で䛾活 用

よりも、リビングや玄

関に設置し、AI ロボ

ットとして䛾見守り・

声 掛 け機 能 が有 効

であった。 

生活䛾場（ひとり空

間） 

日中活動䛾場・共

同 生 活 䛾場 で䛾実

証実験が主となり、

居 室 で䛾実 証 実 験

に至らなかった。 

※ 今 後 取 り 組 む 予

定。 

モニター機能を通

じて、入居者䛾様子

や 室 内 䛾 状 況 を 確

認する事が可能とな

り、居 住 支 援 として

䛿非常に有効である

こ と が 想 定 さ れ た

が、居 室䛾モニタリ

ング䛿、入居者䛾プ

ライバシー保護等、

慎 重 に 検 討 す る 必

要があるため、実証

䛿保留 となった。オ

ンラインで声掛けが

できること䛿有効な

ツールであると感じ

ている。 

 

 

 

3. IT 技術や AI ロボット活用の有用性 

実証実験を踏まえ、今後䛾見守りやコミュニケーションにおける I㼀 技術や AI ロボット活用䛾有用性に

ついてまとめると、以下䛾ようになる。 

 

(1) 支援者側のメリット 

・見守りやコミュニケーション䛾一部を AI ロボット等に託せる䛾で、見るべきポイント䛾集中化など、支

援効率を上げられる。 

・遠隔指導が可能な䛾で、経験が少ない支援者でも常時アドバイスを受けながら䛾支援が可能となる。

「地域共生社会モデル」と䛾関係でいえ䜀、専門職でない地域住民が、専門職とオンラインでつな

がりながら支え合い䛾関係䛾主体になれる。 

・ロボット䛾顔認証機能と、利用者データ管理機能を有効に使え䜀、より細かな健康状態確認などが

行える可能性がある。 
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研究の内容 

ゃまぜ食堂に

ゃまぜ食堂」

る予定である

[図表
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い、子育て
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であると考
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る場所にお
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における決
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表 5-1] ごち
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は家庭だけ

の中で多様

誰もが気軽

地域食堂

えられる。

。食堂を利

持たれるこ

等に利用でき

うな施設が

ている」な

いて、利用

つとして、

済方法のあ

本的に現金

ちゃまぜ食堂

けるキャッ

する調査

心の傾向が強

けの問題とな

様な英知を吸

軽に集い、食
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現在、運営

利用すること
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などの声が寄

用料金につい

キャッシュ

あり方 
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査研究 
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つの原因と
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ずに、カー

ージ 

スカード

大人が地域

る。本来、

も子も地域

できるコミ

以下、単に

る子ども食

、「生活に困

なっている

の人が利用

たが、各所バ

いる。本章

な負担にも

ついて検討

ド決済とポ

の活用 

域の子どもの

子育ては、

域も成長して

ミュニティの

に「ごちゃま

食堂は、利用

困窮してい

る。アンケー

用しているよ
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域の誰もが
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その理由としては、第一に、生活困窮や低所得の場合は、低額で食堂を利用できるように設

定し、支払い時にその区分が他者にわからないように配慮するためである。 

第二に、子どもや障がいのある方、認知症の高齢者等が役割を持って就労体験ができる仕組

みを取り入れ、働く楽しさや役割を持つことの喜び、将来的に自立することへの第一歩となる

よう、その対価としてポイントがカードに加算されるシステム構築について検討するためであ

る。 

本施設に居住する方々や地域に住む住民がお互いに見守り、支え合う、そして食堂等の担い

手として活動することで、「支援される人」「支援する人」という関係から脱皮し、双方向の関

わりを持つ多世代の交流を促進する。 

 

(2) 国内のキャッシュレス化の状況 

 上記を踏まえ、国内のキャッシュレス化の状況について概観してみる。 

 

[図表 5-2] キャッシュレスによる各決済サービスの概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

引き落とし䛾
タイミング

審査䛾有無 方法

クレジットカード 後払い

有
（高校生を
除く18歳以

上）

・クレジットカード決済䛿、後払い型䛾仕組み。
・決済された金額䛿、購入者䛾クレジットカード
に紐づけられている銀行口座から期日までに引
き落とされる。
・利用可能額䛿、カード会社が審査により決め
た与信枠䛾範囲内。
・クレジットカード決済を導入する店舗に䛿、クレ
ジットカードを読み取る端末を設置する必要が
ある。

・対応しているお店が多い。
・利用金額に応じてポイントが貯まる。
・公共料金や家賃など支払い用途が広い。
・分割払いやボーナス払いなど支払い方法䛾選択がで
きる。
・不正利用補償がついているも䛾が多い。
・海外でも使える。
・オプションでETCカードが作れるも䛾がある。
・審査が必要なため発行できないことがある。

デビットカード 即時払い
無

（15歳以
上）

・デビットカード決済䛿、即時引き落とし型䛾仕
組み。
・店舗で代金を支払う際に、即時に銀行口座か
ら支払額が引き落とされる。
・利用可能額䛿、預金残高䛾範囲内。
・利用代金を引き落とす銀行口座があれ䜀15
歳以上から発行でき、審査が不要。
・デビットカード決済を導入する店舗も、カードを
読み取る端末が必要である。

・国際ブランドが搭載されていてクレジットカード支払い
限定䛾時にも利用できる。
・利用限度額が銀行口座䛾残高な䛾で使いすぎを防止
しやすい。
・事前䛾チャージが不要。
・キャッシュカードと一体化したも䛾が発行されている。
・ポイントが貯まったりキャッシュバックがあったりする。
・ATM手数料を節約できる。
・海外䛾ATMで現地通貨を引き出せ外貨両替が不要。
・一括払い䛾みで分割払いやボーナス払い䛿できな
い。
・キャッシング機能䛿ついていない。

電子マネー
（プリペイド方式
とポストペイ方
式）

プリペイド方
式→前払い
ポストペイ方
式→後払い

無

・電子マネーに䛿大きく分けて鉄道会社系と商
業施設・会社系が発行しているも䛾がある。
・支払い方法䛿チャージが必要なプリペイド方
式（前払い）と、クレジットカードや銀行口座と紐
づいたポストペイ方式（後払い）がある。

・暗証番号やサインが不要で支払いが早い。
・使用できる金額が限られている䛾で使いすぎなくて済
む（プリペイド方式）。
・盗難にあった場合でも被害が少なくてすむ（プリペイド
方式）。
・ポイント還元されるも䛾がある。
・電子マネー䛾カード䛿駅やコンビニ、スーパーなどで
気軽に購入できる。
・自動販売機で使えるも䛾がある。
・特定䛾店舗やサービスでしか使えないも䛾もがある。
・カード式が主流だったがスマホで使えるも䛾も多い。

スマートフォン
（QRコード）

前払い
即時払い
後払い

無

・消費者がスマホに専用アプリをダウンロード
し、お金やカード䛾代わりにスマホを利用して支
払う方法。
・クレジットカードや銀行口座を登録する必要が
ある。
・「ユーザースキャン」と「ストアスキャン」䛾2種
類䛾方法がある。
・ユーザースキャン䛿、店舗が提示したQRコー
ドを消費者がスマホで読み取り決済をする。
・ストアスキャン䛾場合䛿、消費者䛾スマホに表
示されたQRコードやバーコードを店舗側に提示
し、それを店舗側が所有する専用䛾バーコード
リーダーで読み取り決済する。

・支払い䛿クレジットカードまた䛿銀行口座と紐づいて
いる。
・暗証番号䛾入力やサインを記入する手間がかからな
い。
・ポイントや残高䛾還元率が高いキャンペーンなどが多
く実施されている。
・アプリにクーポンがついているも䛾もある。
・手数料無料で他䛾人へ䛾送金や割り勘機能を使える
も䛾がある。
・クレジットカードや電子マネーに比べて使える店舗が
限られている。
・スマホ䛾充電が切れてしまうと使えない。
・1回あたり䛾限度額がある。

決済方法
区分 特徴
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国内では、主に上記の決済方法が利用されており、中でも多数を占めているのはキャッシュ

カードの利用となっている。国内におけるキャッシュレス決済比率は 26％にとどまっているが、

主要各国では 40～60％台となっている。この現状を踏まえて、日本では 2025 年 6 月までに現

状のキャッシュレス決済比率を約 40％まで引き上げることを目標として掲げている。 

 

(3) キャッシュレス化のメリットとデメリット 

消費者目線で各決済方法の概要を比較検討すると、比較的手続きが簡単で気軽に利用できる

キャッシュレス決済は、電子マネーのプリペイド方式と考えられる。 

これらを踏まえ、次にキャッシュレス化に伴う消費者と事業者のメリットとデメリットにつ

いて検討する。 

 

(ⅰ) 消費者側のメリットとデメリット 

消費者の立場でキャッシュレス化について考えると、便利さの一方で個人情報の流出や不

正利用等、不安に感じる点が多くある。 

 

[図表 5-3] キャッシュレスによる消費者のメリットとデメリット 

 

 

上記を鑑みるに、本事業で採用するキャッシュレスの方法は、下記に記載する課題をクリ

メリット デメリット

クレジットカード

・現金を持ち歩く必要性がない。
・ポイントやキャッシュバックなどでお得に使える。
・分割払いやリボ払いなどを使え䜀支払い䛾タイミ
ングをコントロールすることができる。
・盗難時䛾保険があるため紛失時に安心。
・ATM手数料が節約できる。

・使いすぎや金融事故䛾リスクがある。
・カードによって䛿年会費がかかる。
・リボ払いや分割払いに䛿手数料がかかる。
・個人情報が漏洩する可能性がある。

デビットカード

・現金を持ち歩く必要がない。
・支出管理がしやすい。
・銀行䛾預金残高=利用限度額な䛾で使いすぎる
ことがない。
・ポイントやキャッシュバックなどお得に使える。
・審査が無く15歳以上から作ることができる。

・ガソリンスタンドや高速道路䛾代金など一部利用
できない場所がある。
・分割払いなどができない。
・クレジットカード䛾利用実績に䛿ならない。

電子マネー
（プリペイド式）

・現金を持ち歩く必要がない。
・ポイントやキャッシュバックなどお得に使える。
・ライフスタイルに合わせてカード䛾種類を選択で
きる。
・紛失保証が受けられる場合がある。
・少額決済向けに作られたも䛾な䛾で、食品や日
用品等䛾少額決済であっても心理的抵抗が少な
い。

・チャージ䛾手間がかかる。
・一度チャージしてしまったも䛾䛿払い戻しが出来
ない。
・盗難されたり紛失したら悪用されるリスクがあ
る。

スマートフォン
（QRコード）

・現金を持ち歩く必要がない。
・ポイントやキャッシュバックなどお得に使える。
・購入履歴や明細䛾管理がしやすい。
・情報漏洩䛾リスクが比較的低い。

・利用できる店舗が少ない。
・スマホがないと利用できない。
・通信環境に左右される。

消費者
区分
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アしたシステムを選択し構築する必要がある。 

 

a. 利用方法の簡便さ 

スマホ操作やアプリをダウンロードするなど、デジタル端末の操作に苦手意識の強い人や

高齢者等に利用が難しいものは避ける。 

 

b. 審査が無い 

少額決済が基本であり、子どもや高齢者が気軽に使うことができる。 

 

c. 個人情報の登録・保護 

子どもの貧困の実態把握をすることは難しく、子ども自身は友達に知られることを嫌う傾

向がある。本事業では、ひとり親世帯の子どもや低所得者層、生活困窮の方が、他者に気づ

かれることなく割引制度等を利用して低料金で決済し、ポイント還元が受けられることが重

要となる。 

 

(ⅱ) 事業者側のメリットとデメリット 

事業者の立場でキャッシュレス化を考えてみると、初期費用や決済手数料の負担や入金ま

でのタイムラグによりキャッシュフローが悪化し経営を圧迫することが懸念される。 

 

[図表 5-4] キャッシュレスによる事業者のメリットとデメリット 

 

 

特に本事業は、社会貢献的な公益事業の要素を含んでいるため、大きな収益を見込んでい

ない。それゆえ、キャッシュレス化による入金のタイムラグは致命的であることから避けな

ければならない。 

上記より、キャッシュレスシステムには下記のような特徴を持たせることが望ましい。 

  

メリット デメリット

クレジットカード

デビットカード

電子マネー
（プリペイド式）

・システム上䛾トラブルが発生する可能性がある。
・初期費用や決済手数料がかかる。
・入金まで䛾タイムラグがある。

スマートフォン
（QRコード）

上記と同様䛾ほかに
・導入䛾ため䛾費用が安い。

・すり替えによる不正利用されたときに被害を被る
・まだ知名度が低く利用者が少ない。
・通信環境に左右される。

・売上アップ、顧客単価をあげられる。
・海外から䛾旅行客䛾集客に期待ができる。
・会計時䛾混雑緩和。
・現金管理䛾手間䛾軽減と現金トラブル䛾回避。
・衛生管理につながる。
・防犯対策になる。

・不正利用されたときに被害を被る
・初期費用や決済手数料がかかる。
・入金まで䛾タイムラグがある。

区分
事業者
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ベンダーに

件定義や改修

表 5-6] poi

ウド上で一

れる最新デー

ル配信をし

イントプラ

れた履歴を

る。 

器構成 

ネーの処理

る導入の場合

端末を貸し

テム連動なし

携帯電話網

よる導入の場

み込んで利用

による POS ア

修作業によ

nt+plus（ポ

元管理され

ータを用いて

たりするこ

ス）は、消

もとに配信

理を行うにあ

合 

出しする導

し 

網を使って

場合 

用する導入

アプリ改修

り、比較的

ポイントプラ

れるため、リ

て、特定の消

ことが可能で

消費者が利用

信可能なメー

あたり、店舗

導入方法 

て通信を行う

方法 

が必須 

的導入までの

ラス） 

リアルタイ

消費者に向

である。 

用するカー

ールサービ

舗では、以

うため、店頭

のスケジュー

ムに活用状

けてキャン

ドサービス

スをセット

下の 2 つの

頭での通信

ールが長い

状況が確認で

ンペーンを行

ス関連の機能

トにした統合

のうちいずれ

信設備の準備

い 

できる。ま

行ったり、

能とカード

合型販促ソ

れかの機器

備が不要 
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(ⅲ) ハウ

ハウス

のみで利

する電子

 

(ⅳ) ハウ

point+

る電子マ

のメリッ

 

[図表 5-7] 

[図表 5-8] 

ウス電子マ

ス電子マネー

利用すること

子マネーとは

ウス電子マ

+plus が提供

マネーである

ットがある。

提供可能な

提供形態 

ネーの利用

ーとは、導

とができる。

は異なる。 

ネーと共通

供する電子

る。交通系や

 

なサービスモ

用 

入店舗専用

。この点で

通電子マネー

子マネーは

や大手 GMS

モデル 

用の電子マネ

で、「共通型」

ーの違い 

「ハウス型」

S などで発行

ネーを意味

」と呼ばれ

」と呼ばれ

行する共通

する。導入

る交通系や

、自社ブラ

型電子マネ

入店舗が展開

や大手 GMS な

ランドのみで

ネーには無い

開する店舗

などで発行

で利用でき

いハウス型
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a. ハウス

・チャ

・安価

・利用

・退蔵

 

b. 共通電

・利用

悪化

・導入

・利用

てな

・退蔵

 

[図

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅴ) ハ

ハウス

加盟店舗

とにポイ

 

 

3. 考察 

以上の調

                   
16 退蔵益と

なかったお

ス電子マネー

ャージ先が導

価に共通電子

用された消費

蔵益16は、po

電子マネーの

用後に、共通

化 

入および運用

用された消費

ない 

蔵益は共通電

図表 5-9] ハ

ハウスポイ

スポイントと

舗間でポイン

イントアップ

調査検討から

                  
とは、消費者

お金のこと。

ーの場合 

導入店舗と

子マネーと

費者の履歴

oint+plus 導

の場合 

通電子マネ

用費・手数料

費者の履歴

電子マネー発

ハウス電子マ

ントの利用

とは、導入店

ントをため

プキャンペ

ら、アララ

             
者がカードに

 

なるため、

同様のサー

データから

導入企業の

ー発行元か

料が高額 

データを保

発行元の収

マネーと共通

用 

店舗でのみポ

る・使うこ

ーンなどを

の決済用カ

にチャージを

キャッシュ

ービスを展開

ら、客層把握

の収益 

から導入店舗

保持できない

収益 

通電子マネー

ポイントの

ことができる

を設定し、利

カードを導入

をしたものの

ュフローが

開可能 

握に基づい

舗に入金さ

いため、自

ーの違い 

の発行や利用

る「共通ポ

利用できる。

入すること

の、有効期限

良好 

たキャンペ

れるため、

社都合によ

用ができるポ

イント」と

。 

によってキ

限が過ぎてし

ペーンの実施

キャッシュ

よるキャンペ

ポイント制

と異なり、導

キャッシュレ

しまったり

施が可能 

ュフローが

ペーンが打

制度である。

導入店舗ご

レス化を実

して使われ
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現し、地域食堂（ごちゃまぜ食堂）を展開することによって、下記の生活課題を解決し多様な

波及効果を生み出す原動力になるものと考える。 

 

(1) 子どもの貧困対策の一助 

厚生労働省が公表した 2019 年国民生活基礎調査によると、「子どもの貧困率」は 13.5%（2018

年時点）だった。前回 2015 年の調査 13.9%から大きな改善は見られず、依然として 17 歳以下

の子どもの 7 人に 1 人（約 260 万人）が貧困（貧困線 127 万円に満たない生活）状態にあるこ

とが明らかとなった。さらに、ひとり親世帯ではおよそ半数の割合で子どもや家族が困窮状態

にあることが示され、深刻な問題となっている。 

親の経済的な困難によって、学習や体験の機会を失うことは、その後の子ども人生において

大きな損失となり、社会にとっても計り知れない損失となる。このような負のスパイラルを断

ち切るきっかけともなる「子ども食堂」の機能を通じて、子どもたちの心の声をきける場所と

しての役割を果たすよう望まれる。 

 

[図表 5-10] 貧困率の年次推移（厚生労働省 2019 国民生活基礎調査の概況より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新基準

相対的貧困率 12.0 13.2 13.5 13.8 14.6 15.3 14.9 15.7 16.0 16.1 15.7 15.4 15.7

子どもの貧困率 10.9 12.9 12.8 12.2 13.4 14.4 13.7 14.2 15.7 16.3 13.9 13.5 14.0

10.3 11.9 11.6 11.3 12.2 13.0 12.5 12.2 14.6 15.1 12.9 12.6 13.1

大人が一人 54.5 51.4 50.1 53.5 63.1 58.2 58.7 54.3 50.8 54.6 50.8 48.1 48.3

大人が二人以上 9.6 11.1 10.7 10.2 10.8 11.5 10.5 10.2 12.7 12.4 10.7 10.7 11.2

 中　央　値　　 ( a ) 216 227 270 289 297 274 260 254 250 244 244 253 248

 貧　困　線     ( a/2 ) 108 114 135 144 149 137 130 127 125 122 122 127 124

　　2)　2015（平成27）年の数値は、熊本県を除いたものである。

　　3)　2018（平成30）年の「新基準」は、2015年に改定されたＯＥＣＤの所得定義の新たな基準で、従来の可処分所得から更に「自動車税・軽自動車税・自動車重量税」、

　　　「企業年金の掛金」及び「仕送り額」を差し引いたものである。

　　4)  貧困率は、ＯＥＣＤの作成基準に基づいて算出している。

　　5)  大人とは18歳以上の者、子どもとは17歳以下の者をいい、現役世帯とは世帯主が18歳以上65歳未満の世帯をいう。

　　6)  等価可処分所得金額不詳の世帯員は除く。

（ 単  位 ： ％ ）

子どもがいる現役世帯

（ 単 位 ： 万 円 ）

注：1)  1994（平成６）年の数値は、兵庫県を除いたものである。
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更に「自動車税・軽自動車税・自動車重量税」、「企業年金の掛金」及び「仕送り額」を差し引いたものである。

4)  貧困率は、ＯＥＣＤの作成基準に基づいて算出している。

5) 大人とは18歳以上の者、子どもとは17歳以下の者をいい、現役世帯とは世帯主が18歳以上65歳未満の世帯をいう。

6)  等価可処分所得金額不詳の世帯員は除く。

％ ％

相対的貧困率

子ども䛾貧困率

（左軸）

51



 

(2) 子育て

親子が気

ることによ

環境を地域

地域で見守

目で見守り

見が寄せら

域にとって

していくも

 

(3) 役割と

アンケー

る場所」「ボ

様々な年代

きである。

ることによ

 

(4) 食品ロ

食べ残し

品ロス」は

棄されてい

安定した運

繋がりが生

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て支援 

気軽に足を運

よって、子育

域で作ってい

守っていくこ

り、支え、励

られている。

ても子どもた

ものと考えら

と居場所づく

ート調査の結

ボランティ

代の方にとっ

また、認知

よって、個人

ロス・フー

し、売れ残り

は、年間 600

いる。大切な

運営を継続で

生まれていく

[図表

運び、食事

育ての悩み

いく。その

ことが重要

励ましてあ

地域の人

たちは大き

られる。 

くり 

結果にもあ

アの拠点」

って、居心

知症カフェ

人の満足度

ドバンク機

りや期限が

0 万トンを超

な食べもの

できるよう

くことも、

表 5-11] 日

 

や時間を過

を相談した

ことによっ

である。ア

げるとよい

々との繋が

な希望であ

るように、

「児童が放

地の良い居

や子どもた

と社会的ニ

能 

近いなど様

超え、毎日

を無駄なく

、企業や地

地域力向上

本の食品ロ

過ごすことが

たり、孤独に

って子育ての

アンケートの

い。大人を信

がりが、子ど

ある。このよ

「安心して

放課後気軽に

居場所として

たちの仕事体

ニーズを満た

様々な理由で

大型トラッ

く食べきるシ

地域と連携し

上の要素とな

ロスの状況（

ができ、他

になりがち

の楽しさを

の自由意見に

信頼できる

どもたちの

ような相互

て集える場所

に過ごせる

て親しんで

体験等の要

たすことの

で、食べら

ック（10 ト

システムを

していく必

なるように

（農林水産省

者との交流

な気持ちを

地域で共有

には、「中高

社会を作れ

成長には重

作用によっ

所」「老人た

」などの声

もらえる空

素も取り入

できる場所

れるのに捨

ン車）約 1

地域食堂と

要がある。

思われる。

省 2017 年）

流の機会が自

をリフレッシ

有し、子ども

高生を、多く

れると良い」

重要な要素で

って、人も地

たちが安心し

声が寄せられ

空間づくりを

入れ、多面的

所とする。 

捨てられてし

1,700 台分の

として構築し

また、そこ

 

 

自然と持て

シュできる

もの成長を

くの大人の

などの意

であり、地

地域も発展

して居られ

れている。

を推進すべ

的に運営す

しまう「食

の食品が廃

し、食堂の

こから人の
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1. 調査研

我が国䛿

ったともいわ

提に機能し

厚生労働省

短時間勤務

ークシェアリ

 ただ、一

多く、そ䛾功

したビジネス

 

 

2. シェア

シェアリン

 

[図

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6 章

研究の背景 

䛿、人口減少

われている。

したも䛾であっ

省䛿これを「多

務や隔日勤務

リングをいう。

一般的にワー

功罪䛿別途検

スマッチング

アリングエ

ングエコノミー

図表 6-1] シ

空き部屋や

目に見える

理や DIY の

に 見え な い

「個人が保

遊休資産の

トで仲介す

 ワークシ

少社会に突入

これまで䛾産

ったがゆえに

多様就業型

務など、多様

 

ークシェアリン

検討するべ

がいかに可

コノミーと

ー䛾概要につ

シェアリング

持っ

（物・ス
識

や空き家など

るものから料

の代行など

い もの ま で

保有している

の貸出をネ

するサービス

シェアリ

仕組みに

入し、またバブ

産業構造や

に、「人口減少

ワークシェア

様な働き方䛾

ングと䛿、労

き課題であ

能か、という

とは 

ついて図示す

グエコノミー

イ

ている

スキル・知
識）

ど、

料

目

で、

る

ッ

ス」

ングのハ

に関する調

ブル崩壊後

や雇用も含め

少・低成長」

アリング」と呼

䛾選択肢を拡

労働時間䛾短

るが、ここで

う点に絞って

すると下記䛾

ーの構図 

仲介
インターネッ

ハブ機能づ

調査研究

䛾「失われた

めた労働分配

」時代に即し

呼んでいる。

拡大すること

短縮とセットで

で䛿高齢者や

て検討してい

䛾ようになる。

ト

欲しい（
ル・知

こ

シ

者

主

ル

く

う

づくりの

た 30 年」を

配䛿、「人口

した働き方を

多様就業型

とについて、社

で賃金カット

や障害者等䛾

いきたい。 

。 

物・スキ
知識）

ここで検討

シェアリン

者・障害者・

主婦などの

ル・知識など

く「切り売り

う「活躍の仕

ための 

経て、低成長

口増加・経済

を構築しなけ

型ワークシェア

社会全体で

トなどが行わ

䛾スキルや経

討するワーク

グは、高齢

・子育て世帯

の労力・スキ

どを雇用でな

り」するとい

仕方」を指す

長時代にな

済成長」を前

けれ䜀ならず

アリングと䛿

で取り組むワ

われる場合も

経験を活か

ク

齢

帯

キ

な

い

。 

、

、
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3. これま

(1) シルバ

・高年齢者

法人全

・安価で誰

 

(2) 東京キ

・東京都が

・おもに大

あり、社

・だが同時

まってい
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4. ワーク

現在、我

ある。だが同

ゆる「正しい

までの高齢者

バー人材セン

者が働くこと

全国シルバー

誰でもできる

キャリア・

が派遣会社

大手企業が、

社会モデルと

時に、より身

いく。そ䛾中

図表 6-2] 東

クシェアリ

が国で䛿、

同時に、会社

い社員䛾あり

者就業（定

ンター 

とを通じて生

ー人材センタ

る仕事が多い

トライアル

社に業務を委

、一定䛾スキ

として䛿「キャ

近でより等身

中で確かな人

東京キャリア

ングのハブ

「働き方改革

社に縛られな

り方」に䛿まら

定年退職後

きがいを得る

ター事業協会

い䛾で、これま

65 

委託。派遣社

キルを必要と

ャリア再活用

身大䛾「活躍

人間関係を、

ア・トライア

ブ機能づく

革」䛾デメリッ

ない生き方＝

らなくても、十

後の仕事等

るとともに、地

会） 

まで䛾経験や

社員として 65

とする職域に

用」という意味

躍䛾場」がで

「労働」を中

アル 65 の概

くりのため

ットとして䛾非

＝働き方として

十分に自分

）の例 

地域社会䛾活

やスキルを活

歳以上䛾キ

に、経験者＝

味で䛾意義䛿

できないか。高

中心に作り上

概要 

の仕組みの

非正規雇用労

て䛾フリーラ

分䛾価値を発

活性化に貢

活かせると䛿

キャリアを雇用

＝シニアを抜

䛿高い。 

高齢になるに

上げていくこと

の検討 

労働者䛾割

ランスや個人

発揮できる可

貢献する事業

䛿いい難い側

用。 

抜擢するとい

に従い、生活

と䛿できない

割合䛾増大と

人事業主が増

可能性䛾ある

業（公益財団

側面もある。

いうモデルで

活圏域䛿狭

いか。 

という課題が

増えて、いわ

る社会になり
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つつあるともいえる。 

それ䛿とても小規模なも䛾で、すべて一人で完結される形態である。しかし逆に言うと、苦手な領域も

基本的に䛿一人でやらなけれ䜀ならない。大手企業䛾システムエンジニアが独立した場合、果たして最

初から経理や税務、営業や契約テンプレートなどできるだろうか。大きな組織䛾歯車から独立した場合、

まず䛿未経験䛾領域をどうするかが課題となるだろうし、そこに特化した時限的な「サポート」があれ䜀、

ますます自分䛾価値を高めて働ける人たちが増えるであろう。そして。それが社会䛾新たな仕組み䛾引

き金になる䛾かも知れない。 

そこで、そうした時限的・ワンポイント䛾「サポート」をワークシェアリングでできないか、ということが本事

業䛾検討内容となる。 

2021 年 1 月現在、コロナ禍䛾影響で「地域座談会」䛾開催ができず、地域䛾シルバーパワー䛾発掘

ができていないため、試験的なマッチングモデルも完成されていない。 

しかしながら、そうした地域䛾高齢者や障害者䛾できることと、先ほど述べたようなより小さな「サポート」

を必要としている人䛾マッチング䛾ために必要な仕組みについて検討してきた。 

まず䛿一芸に長けた高齢者、障害者が業務等を提供する場合、そこにもや䛿り起業的・経営的視点

やスキルが必要となるし、税務も無視できない。 

そこで本事業䛾実証施設䛾ブース、アンテナショップとして行政書士法人、税理士法人にも入っても

らい、高齢者等に対する起業相談も可能とする仕組みを検討することにした。 

そしてホームページ、あるい䛿クラウドシステムとしてそ䛾 I㼀 モデルを作り上げていきたい。 
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※ただし業務

開始時に最低

2. 調査研究の内容 

昨今の終活（人生の終わりについて考え備える活動）ブームによって、「葬儀、お墓、財産、

身の回りの整理」などを元気なうちから考える人が増えている。そこには「子どもたちには迷

惑をかけたくない」という想いや「子どもはいない」「おひとり様」といった現代社会の情勢が

見て取れる。 

このように終活が注目されるなかで、エンディングノートを作成したり、遺言書や葬儀、お

墓の準備をするだけで本当に十分なのかと疑問が残る。65 歳以上の 5 人に 1 人が認知症といわ

れる時代において、認知症を発症することは誰にでも起こりうることである。認知症を発症し

た時、病気で入院した時も含めて、生きている時間を人生の最後まで自分らしく暮らせる保証

こそが重要だと考えられる。 

このことから、家族との関係性に頼ることなく自身の最期を迎えられるシステムを保険の仕

組みで構築できないか、という点について検討する。 

 

(1) 少額短期保険に関する検討 

少額短期保険は、一定の事業規模の範囲内において、保険金額が少額かつ保険期間が短期の

保険引受けを行う、2006 年 4 月に保険業法の改正で認められた新しい形態の保険である。生命

保険のほか、損害保険分野の保障（補償）ができるため、さまざまな商品が販売されている。

まず、少額短期保険の特徴やメリットなどについて確認する。 

 

[図表 7-5] 小規模短期保険会社と保険会社の比較 

 

 

 

 

(2) 少額短期保険の特徴 

少額短期保険は、保険料が少額で保険期間が短いため、気軽に加入することができる。 

 

(ⅰ) ポイント 1：保障（補償）は少額でも種類は豊富である。 

少額短期保険の保障（補償）額は、1 人の被保険者につき総額 1,000 万円までと、通常の

保険に比べて少額となっている。しかし、保険の種類は「死亡保険」「医療保険」「家財保険」

区分 少額短期保険会社 保険会社

資格 登録制 免許制

申請先 金融庁・財務局 金融庁

生命保険商品・損害保
険商品䛾同時取り扱い

可 不可

保険金額 制限あり 制限なし

保険期間 制限あり 制限なし

事業規模 年間収入保険料50億円以下 制約なし

資本金 1,000万円以上 10億円以上

契約書保護 保険契約者保護機構䛾対象外 ※ 保険契約者保護機構䛾対象
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「ペット保険」など、豊富に用意されている。 

 

[図表 7-6] 小規模短期保険の保険金限度額 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅱ) ポイント２：短期間でこまめに見直しができる。 

少額短期保険の保険期間は、死亡保障や医療保障など生命保険分野の場合は 1 年更新、家

財補償など損害保険分野の場合は 2 年更新となっている。短期間の利用はもちろん、毎年こ

まめに見直しをして継続することができる。 

 

(ⅲ) ポイント３：ユニークで斬新な商品がある。 

これまでにない「レスキュー費用保険」や「旅行先が雨だったときのための保険」「賃貸住

宅の経営リスクに備える保険」「葬儀費用保険」など、少額短期保険にはユニークな商品がそ

ろっている。新しいタイプの保険が、手ごろな保険料で次々と開発されている。 

 

(3) 少額短期保険の安全性 

小規模短期保険の特徴から、さらなる需要の高まりが考えられるが、気になる安全性はどの

ようになっているのか確認しておく必要がある。 

前段に記載のとおり、少額短期保険は、消費者保護の観点から 2006 年に誕生した。同じく保

険料が少額の「公益法人共済」や「任意共済」と違い、少額短期保険は法律に基づいた保険商

品となっている。 

また、少額短期保険を販売している会社は、財務局の登録審査を経て事業を開始しているた

め、安心して加入することができる。少額短期保険には万一の際の公的セーフティネットはな

いが、破綻した場合の損失の補填や資金の不正利用の防止等の観点から、保証金の供託制度（事

業規模に応じて上乗せ）が用意されている。業務開始に際して、1,000 万円を法務局に供託し

なければならないほか、供託金は収入保険料の増加に応じて段階的に積み増しすることが義務

付けられている。 

少額短期保険には、一般の生命保険や損害保険ではカバーしきれない部分を補完できる商品

が開発されている。例えば通常、虫歯の治療をした際は、一般的な医療保険では給付を受ける

ことができないが、少額短期保険の中には、虫歯の治療費を保障してくれる商品がある。虫歯

もカバーした医療保障がほしいという方には、通常の医療保険とこの少額短期保険を組み合わ

せることができる。また、糖尿病患者に特化した医療保険もあり、糖尿病患者の方にとってメ

リットは大きいと言える。 

区分 限度額

疾病による重度障害・死亡䛾場合 300万円

疾病・傷害による入院給付金等䛾場合 80万円

傷害による重度障害・死亡䛾場合 600万円

損害保険䛾場合 1,000万円
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このように個人のニーズや社会変化に応じた商品が用意されていることから、今後もさらに

ライフプランに応じた保険の選択が可能となることに期待が持てる。現時点では、保険料控除

の対象とはなっていないが、税制改正の要望がなされている。 

 

[図表 7-7] ライフステージに応じた保険 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 考察 

少額短期保険の仕組みについて調査し、生活に密着した様々な商品が販売されていることを

確認した。本事業で検討している保険は、居住施設への入居希望者が、安心して住み替えがで

き、その後のライフイベントや人生の終末期を社会資源や家族関係で左右されることなく、自

分の意思が最大限尊重されるものを目指している。 

また、これまでの調査において、もう一つ重要なポイントに気づくことができた。それは、

「保険の仕組み」＋「支援の枠組み」が必要であるという点である。自分のニーズに合った少

額短期保険を契約した場合であっても、その後 1 年または２年で契約の更新を迎えることにな

る。その際に、自分自身の判断能力が十分である保証はない。したがって、契約を更新できる

保証がなく、せっかく自分の意思で選択し、将来の備えとしていた保険が結局は解約になって

しまう可能性がある。そのようなことから、やはり重要なのは、本人の意思を中心とした支援

の枠組みがベースにあるという点である。 

本事業の居住施設は、居住支援法人が運営することを前提とし、生活支援を含めた「住まい

方」に焦点を置き、「住宅政策（住まい）」と「社会福祉政策（暮らし）」の融合によって地域の

居住環境の向上を図る。そして、近隣の住宅についても本事業との連携を模索し、住宅要配慮

者にやさしい環境を整えることによって、地域の空き家対策にも通じることになると考える。 
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[図表 7-8

[図表 7-9] 

8] 居住支援

住宅の登録

 

援法人による

録制度 

る生活支援
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電盤に破損

非常用コン

スペースを

間型の避難
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[図表

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[図表

表 8-3] 災害

8-2] 東京電

害時における

電力グループ

る電力確保の

プにおける主

の例（東京電

電気

主なサービ

電力より）

自動車用急

ス 

急速充電器 
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太陽光発

の発電がで

ビ、ラジオ

また、今

充電器を設

気自動車（

給電が可能

2019 年の

が電気自動

照明、地下

実績がある

ができるこ

られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、過

スが多くみ

週間はスー

ため、災害

る。 

本事業の

考えておき

ロスにも対

発電システム

できれば、施

オ、冷蔵庫、

今後さらに需

設置し、平常

（EV）、ハイ

能となる。 

の台風 15 号

動車を派遣し

下水汲み上げ

る。給電端子

ことから、様

[図表 8-4] 

過去の経験に

みられる。災

ーパーマーケ

害に備え、最

の施設として

きたい。本施

対応すること

ムは、日照

施設の限定

空調、携

需要が伸び

常時は電気

ブリッド自

号の際は、

し、携帯電

げポンプな

子からの給

様々な対策

避難所や医

によれば、

災害支援物

ケットやコ

最低３日分

ては、入居

施設では、

とから、災

照時間に左右

したスペー

帯電話の充

ると考えら

自動車の充

自動車（HV）

停電が長引

話の充電を

どへの電力

電では、避

を講じるこ

医療救護所に

災害発生か

資が３日以

ンビニなど

～１週間分

者と利用者

子ども食堂

害時のため

右される。

ースにおいて

充電等が使用

られる電気自

充電スタン

、プラグイ

引く千葉県内

をはじめ、エ

力供給を行い

避難所や小規

ことにより災

に必要となる

からライフラ

以上到着しな

どで食品が手

分×人数分の

者、近隣住民

堂の機能を有

めの食料備蓄

そのため、

て、復旧まで

用可能な環境

自動車に対

ドとして使

イン・ハイブ

内の被災地

エアコン、

い、被災生

規模オフィ

災害時の暮

る電力（東京

ライン復旧

ないことや

手に入らな

の食品の家

民や乳幼児

有する地域

蓄について

蓄電システ

での期間（

境を確保で

応し、電気

用する。そ

ブリッド自動

において、

扇風機、冷

活の負担軽

ス、店舗の

らしを守る

京電力提供

までに１週

、物流機能

いことが想

庭備蓄が望

、高齢者等

食堂の設置

も連動し、

テムとの併

約 72 時間）

できると考え

気自動車用

そして災害時

動車（PHV）

自動車メー

冷蔵庫、洗濯

軽減に大いに

の電力をまか

ることができ

資料） 

週間以上を要

能の停止によ

想定されてい

望ましいとい

等の食料備蓄

置が予定され

包括的に対

併用で 30kw

）を、テレ

える。 

（EV）急㏿

時には、電

）等からの

ーカー各社

濯機、夜間

に役立った

かなうこと

きると考え

要するケー

よって、１

いる。この

いわれてい

蓄について

れ、フード

対応できる

w
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運営とする

基本に、備

シピについ

識向上に努

 

[図表 8

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[図表 8-6

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ることが効率

備蓄していた

いて勉強した

努め、実践し

8-5] ローリ

6] 乳幼児と

率的と考え

た食品を期

たりするこ

しやすく持

リングストッ

と高齢者のた

 

る。食料に

限前に食堂

とも、防災

続性の高い

ック（農林水

ための食料備

には消費期限

堂で活用した

災意識の向上

い方法とする

水産省提供資

備蓄（農林水

限があるこ

たり、子ど

上に意義の

ることが重

資料） 

水産省提供

とから、ロ

もたちや地

あることで

要である。

資料） 

ローリングス

地域住民と災

である。日頃

 

ストックを

災害時のレ

頃からの意
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3. 考察 

以上の調査検討から、本事業で建設予定の施設整備おいて、災害時に必要なライフラインの

確保および食糧備蓄等の役割を果たしていくことは可能であると考える。 

ただ、施設整備において、太陽光パネルや蓄電池、電気自動車用急㏿充電器等の設置、避難

スペースや食料備蓄スペースの確保等、ハード面の設備投資が大きく、維持費の負担について

も考慮すべき課題がある。そして、この先進的な施設を有効かつ効果的に活用するための人材

の養成と確保も必須であると考える。近隣住民や関係機関と連携し、地域への情報発信と互い

に支え合う関係性を構築していく活動の実践が成功の鍵をにぎるように思われる。 
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第 9 章 電動車椅子の実走実験とバリアフリーマップの作成 
 

 

1. 電動車椅子による実走実験 

(1) 実走実験の概要 

鎌ヶ谷市（特に新施設の建設予定地域）におけるバリア

フリーの状況を実際に検証することを目的として、2021

年 1 月下旬に、建設予定地の周辺地域を対象に電動車椅子

による実走実験を実施した。 

実走実験には、電動車椅子「WHILL17」を使用した。 

実走実験の走行ルートとしては、イオン鎌ヶ谷店を出発

地点として、新鎌通り等を経由して建設予定地に向かい、

そこから船取県道を南下して終点の鎌ヶ谷市役所へと至

るルートを走行した。出発地点から終点までの距離は、お

よそ 1.5km であった。 

また、走行ルート上のいくつかの地点で、実際に走行し

ている模様を動画に撮影した。そしてその動画を、後述す

るバリアフリーマップに走行ルートと共に掲載した。 

 

(2) 実走実験の結果 

実走実験の結果としては、おおむね以下の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
17 「WHILL」は、WHILL 株式会社が販売している電動車椅子であり、小型、高い走破性（5cm の段差

を超えられる）、大容量で持ち運べるバッテリー、小回りがきく（半径 76cm で旋回）などの特徴を

もつ。 

[図表 9-1] 電動車椅子 WHILL 

 

[図表 9-3] 建設予定地を走行 [図表 9-2] 横断歩道を走行 
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まず公道については、今回走行ルートとした公道全般において、特に走行の妨げになるよう

な障害もなく、スムーズに移動することができた。ただしこれは、今回使用した WHILL の高い

走破性に依るところが大きい。走行ルートの途中には、数 cm の段差が生じている所がいくつか

存在し、走破性の低い車椅子を用いた場合、1 人で走行するのは難しい場面もあるだろう。 

次に屋内については、今回走行したイオン鎌ヶ谷店および鎌ヶ谷市役所のいずれについても、

走行の妨げになるような障害はほとんど存在せず、特に問題なく自由に移動することができた。

また、トイレについても多目的トイレが利用可能となっていた。これら建物の屋内については、

バリアフリー化が相当程度進んでいるという印象をもった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 電動車椅子の活用のあり方 

実走実験の結果を踏まえ、今後の電動車椅子の活用のあり方として、以下のような事柄を検

討している。 

実際の施設運営においては、施設の備品として電動車椅子を数台置き、入居者や食堂会員な

どが使いたい時に使えるようにしたいと考えている。そして、そのためには、事故等に対応し

た保険商品の開発が必要であり、この電動車椅子開発業者と提携関係にある東京海上日動火災

保険とともに、その開発を行いたい。 

また、安全対策として、電動車椅子の走行中の位置の把握が重要となるため、電動車椅子そ

のものへの GPS の設置などを検討したい。電動車椅子利用者が、近くの大型ショッピングモー

ルへの買い物（お米などの重量のあるもの）に活用でき、近距離での身近な「足」として利用

してもらえるようにしたい。 

なお、実走実験の結果、次のような電動車椅子の問題点が明らかになったので、利用する際

には留意することとしたい。 

①車体が黒いので、反射板が必要となる。 

[図表 9-4] イオンの多目的トイレ [図表 9-5] 鎌ヶ谷市役所内 
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②車椅子の操作が右利き用になっており、右手が不自由なケースも想定して、左手でも操作

できるようになるとよい。 

③バッテリーは 1 ヶ月放置しておくと使えなくなることが分かった。いざ必要な時に使えな

いということでは困るので、日頃のメンテナンスが必要である。また、バッテリーそのも

のの改善も業者に提案したい。 

 

 

2. バリアフリーマップの作成 

鎌ヶ谷市におけるバリアフリー化の状況を見える化し、鎌ヶ谷市民に同市のバリアフリーの

状況を把握してもらうために、鎌ヶ谷市のバリアフリーマップを作成した。 

マップは、一般の市民に広く利用してもらうために、アクセスが容易で、かつ操作を直感的

に行える google マップを利用して作成した。 

鎌ヶ谷市における各種公共施設において、どのようなバリアフリー化がなされているかにつ

いて、行政の公表情報に容易にアクセス可能にすることで、簡便に把握できるようにした。 

また、前述した電動車椅子の実走実験の走行ルートをマッピングし、同時に、各地点で走行

実験の模様を撮影した動画を走行ルート上に掲載した。 

 

(1) バリアフリーマップのアクセス方法 

下記の URL にアクセスすることで、誰でもこのバリアフリーマップを閲覧することができる。 

https://www.google.com/maps/d/u/2/edit?mid=1_HnUpalRlKOf99fyzZjlPXsDt3TMDeAC&usp=s

haring 

 

また、下記の HTML をコピーして、ページのソースコード内に貼り付けることによって、任意

のウェブサイトにこの地図を埋め込むこともできる。 

<iframe 

src="https://www.google.com/maps/d/embed?mid=1_HnUpalRlKOf99fyzZjlPXsDt3TMDeAC" 

width="640" height="480"></iframe> 
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(2) バリアフリーマップの利用方法 

上記の URL にアクセスすることで、次図（図表 9-6）のようなページが表示される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 公共施設に関する情報 

マップには、鎌ヶ谷市内に設置されている 48 の公共施設がマッピングされている。 

それらの公共施設のバリアフリーの詳細について知りたいときは、左側のウインドウの「公

共施設」の項目内にある各番号（または施設名）、あるいは右側のマップの各地点に表示され

ている各番号をクリックする。（「図表 9-7」を参照） 

 

 

[図表 9-6] 鎌ヶ谷市のバリアフリーマップ 
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各番号（または施設名）をクリックすると、左側のウインドウにリンクが表示される。（「図

表 9-8」を参照） 

このリンクをクリックすると、当該施設について鎌ヶ谷市が公表しているバリアフリーの詳

細が表示される。（「図表 9-9」を参照） 

 

  

[図表 9-7] 鎌ヶ谷市の公共施設 
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[図表 9-8] 公共施設の情報にアクセス 

[図表 9-9] 鎌ヶ谷市の公共施設のバリアフリー情報 
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(ⅱ) 車椅子の実走実験に関する情報 

右側のマップ内の青い実線は、車椅子実走実験の走行ルートを表している。 

また、左側のウインドウの「車椅子実走実験（動画）」の項目内には、走行ルートの各地

点において撮影された動画が掲載されている。1 から 12 までの各番号は、右の走行ルート

上に表示されている各ポイントに対応している。（「図表 9-10」を参照） 

そして、各番号をクリックすることで、その地点における動画を視聴することができる。

（「図表 9-11」を参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[図表 9-10] 車椅子実走実験の走行ルートと動画 
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[図表 9-11] 各動画へのアクセスと動画の再生 
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2. 今後の

今回実施

向けて実施

して、今後

 本研究事

により、高

れる。 

世帯人数

から、夫婦

の不安を抱

 

(1) 居住 

アンケー

財産の行方

るような施

を作ってほ

次の住まい

また「誰

して発展す

健康に暮ら

住まいに

将来ひとり

人が多い状

 

 [図

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の方向性 

施したアンケ

施した市民ア

後の方向性に

事業で実施し

高齢者につい

数が 2 人と答

婦のみの高齢

抱くひとが多

ートの自由回

方についてど

施設がほしい

ほしい」とい

いを心配して

誰もが利用で

するとよい」

らすことがで

に関して、ア

りになった場

状況にある。

図表 10-2] 
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・空き家解
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ケート調査
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について考
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答えた人は
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どうしたら
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場合、住宅

 

自宅からの

資金確保 
解消 

入

 宅 

の結果や現

報告書を基

える。 

ート調査の

該アンケー

54％を占め

多いことが

される。

ひとりになっ

よいのか」

者のシェアハ

があり、現

がうかがえ

ートウェル

があり、高齢

境を提供す

調査では「

維持費や心

住替えと処

（普通に

売却・賃貸

入居（生活支

現在鎌ケ谷市

基に、地域の

の回答者は、

ートから精度

め、同居して

が推察できる

って、ひとり

「入居した

ハウスがあ

現在の自宅に

える。 

ルネス住宅を

齢者、障が

することが望

「持ち家の一

心身の状況に

処分 

住替え 
に生活できる施

貸

支援）・手続き

市が進めて

の実情や問

60 歳代か

度の高いニ

ている人の

る。このこ

りで生活で

いと思うと

あるといい」

に住むこと

を作っても

い者、子育

望まれる。

一戸建て」

に応じた住

施設）

き支援の実施

いる第 4 期

題点・課題

から 80 歳代

ーズを把握

71％が配偶

とから将来

きなかった

きは、誰も

「高齢者が

ができなく

らい、鎌ケ

育て世帯等の

が 79％を占

まいの確保

建設予

施 

期地域福祉計

題、ニーズな

代が 81％を占

握できるもの

偶者と答えて

来ひとりにな

たときの自宅

もが普通の生

が過ごしやす

くなった場合

ケ谷市がモデ

の多様な世

占めている

保について考

予定施設 

計画作成に

などを把握

占めたこと

のと考えら

ている状況

なったとき

宅の処分や

生活ができ

すい住環境

合の処分や

デル地域と

帯が安心・

ことから、

考えている
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施設入居者のうち、独居高齢者等は、IoT 技術（モノのインターネット）を活用して、生活

リズムの変化や身体状況の急変などに 24 時間対応して、安心安全な暮らしを担保するシステム

を導入する。 

また、家族がいない、いても関係が疎遠で交流のない高齢者には、誰かに頼ることなく自身

の最期が迎えられるように「施設利用者用保険」や「少額短期保険」をつかった仕組みづくり

をして、将来不安を抱かないよう暮らすシステムを構築する。 

 

(2) 交流の場 

アンケート調査で近所付き合いを聞いたところ、「たまに立ち話をする等、何かしらの交流が

ある」47％と「道で会えばあいさつを交わすくらい」21％などとなっており、あいさつ程度の

近所付き合いが 7 割近くを占め、困りごとなどの相談ができるような「親しく行き来している」

は 26％に止まった。 

近所付き合いが希薄といわれるマンションなどの共同住宅に住む人よりも、「持ち家の一戸建

て」が 79％を占めている中、近所との交流が積極的に行われていない状況にあることから、住

民の交流の場としての機能が重要なことと考えられる。 

 本事業の施設で地域住民の交流の場となる「地域食堂（ごちゃまぜ食堂）」は、交流しながら

食事ができる子ども食堂やフードバンク機能を備えたものとして設置を予定している。アンケ

ートで、近くにこの食堂があれば利用したいかと聞いたところ、「利用したい」と「どちらかと

いうと利用したい」を合わせて 47.9％と、約半数の方々から肯定的な回答があった。さらに地

域食堂の利用意向を分析したところ、男性や子どもの居る世帯の意向がかなり高いことが分か

った。これらのことから、家事の心配な人や子育て世代の人に食堂への高いニーズがあること

がうかがえる。 

この食堂は、貧困家庭の子どもやそうでない子どもが混在することから、利用料の支払金額が

他の人にみられないようキャッシュレスカードで決済するシステムを導入して、プライバシー

保護に努める。 

 地域で高齢者や子育て中の方々が集い、定期的に顔を合わせて話し合うことで、悩みや不安

を和らげ、地域住民のつながりを深めることができる集いの場として「サロン活動」が考えら

れる。アンケート調査の自由回答において「お金がかからず、安心して集える場所」「老人たち

が安心して居られる場所」があるといいとの意見が寄せられた。 

 また、高齢者や障がい者の当該施設の利用者が、経験や技能を生かし、無理なく就労活動の

できる場を確保することも重要な取り組みと考えられる。アンケートに回答したある高齢者か

らは「このような施設ができればありがたい。年寄りだからと当てにするばかりでなく、少し

でもお役に立ちたい」という想いも寄せられ、自分の能力を地域のために還元したいとの考え

を持っている人も確認することができた。これらのことは、有能な人材活用のほか、本人の生

きがいにつながることにもなることから、重要な取り組みと位置づけられる。 

このことから、多くの経験を持つ高齢者等の知識や技術を必要とする企業や個人事業者とのビ

ジネスマッチングを行うためのシステムと状況に応じてニーズに合ったワークシェアリング体

制が実施できる環境を整備する。 
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シー・福祉有償

の場機能 

や障がい者

楽しみたい

のため重要

して実施す

成した、周

機能 

設 

送迎 

償運送 

などで交通

人に対して

な取り組み

る移動支援

辺地域のバ

◆ 地域食
（子ども

 
◆ ふれあ
 
◆ 就労・

利用

建設予

通機関の利用

て、外出する

みと考えられ

援事業の安全

バリアフリー

食堂
も食堂）

あいサロン

体験 

用・相談

予定施設

用が難しい

るための手

れる。 

全性と効率

ーマップを

利用

レン

人、通院な

段を確保す

的な移動を

有効的に活

ショッ

ンタル（電動車

などに困って

することは、

を確保するた

活用する。 

ッピングセンタ

車イス：WHIL

ている人、

意欲や体

ため、調査

ター 

L）
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つながって

が出されて

本事業で

の立地を有
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がい者に限

 

(4) 災害避

鎌ケ谷市

用発電機に

どの備えを

本事業の

住民の安心

検討する

などの非常

厳寒時の暖

また、鎌

ＰＭ 2.5 、

安心ｅメー

ートの自由回

ていて濡れな

ている。 

では、建設予

有効的に使え

て検証を行っ

できる移動手

限らず、子育

避難所 

市では、福祉

による 72 時

を実施してい

の施設におい

心安全の地域

る機能として

常用電源を設

暖房を確保し

鎌ケ谷市が進

、熱中症警戒

ール」システ

回答で「イ

ない導線が

予定地から

える手段が

った。その

手段を用意

育て世帯等

祉避難所と

時間以上の電

いる。 

いても、民

域づくりに

ては、一時

設置して携

して長時間

進めている、

戒アラート

テムと連携

オンやアク

良い」とい

ショッピン

どうあるべ

データなど

して、外出

の人も利用

して社会福

電力供給、お

間型の福祉

大きく寄与

的な避難場

帯電話（ス

の停電時で

、防災・防犯

ト情報メール

して、迅㏿

クロスモール

いった、日常

ングセンター

べきかについ

どを基に、公

出拠点施設と

用できるよう

福祉センター

および要配慮

祉避難所とし

与するものと

場所としての

スマートフォ

でも生命を守

犯情報や子

ル等の健康

㏿かつ正確な

← 電

↑

ルは駅から

常利用して

ーや駅、市

いて、実際に

公共交通機

としての整

う配慮する

ーが指定さ

慮者に対応

しての機能

と考えられ

の機能を持

ォン）など

守る設備、

どもの安全

に関わる情

な災害情報

電動車イス

↑ WHILL でシ

の導線が残

いる住民と

役所などは

に現地で電

関などの利

備を目指す

。 

れており、

した保存食

を付与する

る。 

たせつつ、

の充電設備

などの整備

全情報のほか

情報を取得す

の入手に努

（WHILL)でシ

ショッピング

残念。作るな

として、具体

は近い位置に

電動車イス

利用が難しい

す。また、高

そこでは災

食や衛生用品

ることで、近

太陽光発電

備や、猛暑時

備を検討する

か、光化学ス

するための

努める。 

ショッピング

グセンターへ

なら駅から

体的な意見

にあり、そ

（WHILL）な

い住民が容

高齢者や障

災害時非常

品の備蓄な

近くに住む

電システム

時の冷房、

る。 

スモッグ、

「かまがや

グ 

へ移動
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わたって安心

るための施設

び少額短期保
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入 
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電システムを
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整備 
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設利用者保
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入 
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底 

効率的な
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(5) 新規施設における居住空間のコンセプト 

建設予定としている施設のイメージとしては、下図（図表 10-7）の通りである。 

まず、すべての階のフロアおよび通路等は車椅子使用を前提としたバリアフリーにする。 

 そして、施設の 1 階は地域食堂および高齢者デイサービス等の設置を予定している。また、2

～3 階は小規模有料老人ホーム、4～5 階は高齢者や障害者も入居可能な住居および障害者のグ

ループホームの設置を予定している。そして、それぞれの入居者および施設利用者が、世代や

障害の有無等を超えて交流できる空間を目指し、かつ互いに役割を持ち支え合える地域共生社

会の拠点的機能を持たせていく。 

 上記を前提に、今後、設計段階からテナント使用予定業者と話し合い、壁や部屋数等も調整

していく予定である。 

 

 

[図表 10-7] 建設予定施設のイメージ図 
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② 1 階平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 2・3 階平面図 
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④ 4 階平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 5 階平面図 
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3. 今後の課題 

 本事業は、鎌ケ谷市に住む地域住民の福祉向上のための事業を展開し、地域福祉の一翼を担

う民間型の施設として整備することを目的としている。 

住み慣れた地域で、子どもから高齢者まで、障がいのある人もない人も、すべての人が自分

らしく安心した生活を送るために、地域に暮らす住民がそれぞれの役割を持ち、支え合いなが

ら、自分らしく活躍できる地域コミュニティをつくることが「地域福祉」である。 

地域の保健医療福祉機関や商店や企業・事業所、専門職機関、ボランティア団体、行政が互

いに協力し合い、地域課題を共有し、その課題解決に向け、地域全体で支えあっていく地域共

生社会を築くことが求められる。 

地域の課題解決には、自助、共助、公助を担う関係者それぞれが役割を理解して、情報を共

有し、互いの不足を補い、一つ一つ着実に解決することが重要な取り組みと考えられる。 

近年の社会情勢をみると、少子高齢化の進行や家族形態・家族関係の変化、地域社会の変容

などにより、地域を取り巻く環境は大きく変化して、福祉に対するニーズは多様化かつ複雑化

している。そのような地域における福祉ニーズに対応するためには、公的なサービスだけでな

く、住民同士が互いに助け合い、支え合う活動が積極的に展開されなければならない。 

しかし、その助け合いや支え合い活動が積極的に展開される地域を築くのは至難の業である。 

 第 4 期鎌ヶ谷市地域福祉計画（案）において、各地区社会福祉協議会代表者インタビューの

調査結果からは、「地区ふれあい員」を 50 世帯当たり 1 人の割合で配置しているが、活動がう

まくいかず、住民の問題を解決する役割を担えていない、といったことが報告されている。ま

た、「障がい者の相談機関として基幹相談支援センターが整備されているが、相談窓口が住民に

認知されてなく、機能していないようだ」さらに、「住民間の問題については、転入などにより

新住民が増えているが、自治会に加入しても脱退してしまう」といった問題が生じているとい

う。 

 ただ、本事業で実施したアンケートでは、「いつでもどこでもだれにでも、共助が気軽にでき

るような地域」「施設内で共に助け合い共同生活ができるような、趣味を楽しめるような、それ

でいてプライベートが守れるような建物を作って欲しい」「中高生を多くの大人の目で見守り、

支え、励ましてあげられるとよい」といった、住民相互の活動の必要性を意識する意見が寄せ

られた。このような共助の活動の礎となる考え方をもった住民が積極的に活動できる場をいか

に提供するかが、本事業（建設予定施設）の役割と考えられる。 

 現在、鎌ケ谷市において取り組まれている住民参加型のふれあい員制度や障がい者の相談機

関が本来の機能を発揮できないのは何が要因になっているのか。 

自助、共助、公助がうまく機能するには、それぞれが連携し、重層的な体制で動くことが必

要になることから、それをどう具体的にコーディネートするのかが大きな課題と考えられる。 
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表 10-8] 共助助活動推進
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※ アンケート票記入後は、同封の返信用封筒に入れて、 

9 月３０日（水）までに投函 をお願いいたします。 

※ また、インターネットからご回答いただく場合は、下記より 

ご回答の上、送信してください。 

 https://kouken-pj.org/project/qn/ 

 

 

 

 

はじめに 

このたび、鎌ケ谷市において、ライフステージに応じて変化する居住ニーズ

に対応した、誰もが安心して暮らせる住環境の整備を進めるにあたり、市民

の皆様のニーズや地域特性を知るためにアンケート調査を実施することにな

りました。 

このアンケートは、国土交通省の「スマートウェルネス住宅等推進モデル事

業」による調査研究事業として取り組んで参ります。 

人生 100 年時代を迎える現代において、様々な課題に柔軟に対応できる

事業とするために、多くのアンケート項目を設けております。 

皆様の生活に身近な内容となっておりますので、是非ご協力をいただきま

すよう、よろしくお願い申し上げます。 

調査研究機関 

●株式会社 あんど 

所在地：船橋市湊町 2 丁目５－４－３０２ 

       ☎ ０４７－４０４－１９４０ 

●東京大学大学院教育学研究科生涯学習論研究室 

地域後見推進プロジェクト 

Mail： project@kouken-pj.org 
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ภঊ֪৘֘צبח׊ートᅲӨ
Ө
բ֓਋ႚփ֞֟֎එ֦֭։৪փգӨ

 
 
㕱Ө Ւց֩֞֓ಛි֧֪֣֭֒փ֥։ᇍ֌ֽ֖֘ՓӨ֪׀֮֗

 

 

 

 

 

 

 

  
㸯 回答は、無グྡです。Ặྡ・住所はグ入しないでくࡔさい。 

２ 回答は、㖄➹・ボールペン・୓年➹などで、このアンケート票にグ入してくࡔさい。

３ 回答は、次の要㡿で行ってくࡔさい。 

 。さいࡔ༳をつけてくࠐ㑅ᢥ⫥の୰から、あてはまるものに ڼ

はࠐ）、༳の数はࠐ ڼ 1つ）や（ࠐはいくつでも）などの指定に合ࡏࢃてくࡔさい。

あなたの考え方が㑅ᢥ⫥にない場合は、「その他」を㑅び、具体的な内容をグ入 ڼ

してくࡔさい。 

問㕱 あなたの性ᇠは。（{はӻつ）

ԋ ཌྷ性 Ԍ ൅性

問㕲 あなたの年齢は。（{はӻつ）

ԋ ӻԃఄऀࡒ Ԍ ӼӺ⿤Ӽӻఄ ԍ Ӽӿ⿤Ӽԃఄ Ԏ ӽӺ⿤ӽӾఄ

ԏ ӽӿ⿤ӽԃఄ Ԑ ӾӺ⿤ӾӾఄ ԑ Ӿӿ⿤Ӿԃఄ Ԓ ӿӺ⿤ӿӾఄ

I ӿӿ⿤ӿԃఄ ԕ ԀӺ⿤ԀӾఄ ԗ Ԁӿ⿤Ԁԃఄ ԙ ԁӺ⿤ԁӾఄ

Ԛ ԁӿ⿤ԁԃఄ ԝ ԂӺ⿤ԂӾఄ O Ԃӿ⿤Ԃԃఄ ԟ ԃӺ⿤ԃӾఄ

Ԡ ԃӿ⿤ԃԃఄ ԡ ӻӺӺఄࡒ上

問㕳 あなたのお住まいは何地તですか。（{はӻつ）

ԋ 中࣡地ત Ԍ 東部地ત ԍ ႊ部地ત

Ԏ 中࣡東地ત ԏ ฦ部地ત Ԑ 北部地ત

問Ӿ あなたの世帯の人෾は何人ですか。

あなたを含めて 人

問ӿ ಑のうち、あなたと同居している人を๰༖してください。（{はいくつでも）

ԋ ֱとり暮らし Ԍ 配લ者（パー׿׽ー）

ԍ ැ（配લ者等のැ含む） Ԏ 自分の子ども

ԏ 自分のໝ Ԑ その他　ભ体的にӱ

問Ԁ　あなた自ිの子どもはいますか。同居・ᇠ居は問いません。（{はӻつ）

ԋ いる Ԍ いない

問Ԁ⿜ӻ　ժ問Ԁでզ㕺էとषးした人におො֬します。ի
お子さんはऀ校後、主にどこで過֓されますかቦは過֓していましたか。（{は㕱つ）

ԋ 自宅 Ԍ 学童保育 ԍ 児童৛ Ԏ ຊᆙሀの家

ԏ ዕ༥の家 Ԑ 学習ജ ԑ 習い事 Ԓ アルバイ׽

I その他　ભ体的にӱ

89



 

 

 
 
㕲Ө ց֭֩֞։ഉփ֭ད֣֪ࡰփ֥։ᇍ֌ֽ֖֘ՓӨ

 

 

 
 

問ԁ　あなた自ිも含めて、同居の家族の中に、Ԁӿఄࡒ上の高齢者は何人いますか。
（{は㕱つ）

ԋ 㕰人 Ԍ 㕱人 ԍ 㕲人

Ԏ 㕳人 ԏ 㕴人 Ԑ 㕵人ࡒ上

問ԁ⿜㕱　ժ問ԁで高齢者がӻ人ࡒ上いるとषးした人におො֬します。ի

その高齢者の生活上のड題について、心配に思っている事はありますか。

（{はいくつでも）

ԋ 健康について Ԍ 医療について

ԍ ऴ護について Ԏ 住宅や住み替えについて

ԏ 年金や生活ᅉについて Ԑ 相続や೸活について

ԑ その他　ભ体的にӱ

問Ԃ　あなたが現在住んでいるお住まいは、಑のどれにあたりますか。（{はӻつ）

ԋ ಏち家の一୅建て Ԍ ಏち家の集合住宅

ԍ 社宅、঱಻など Ԏ 民৖のೊ家

ԏ 公ࢪのೊ家 Ԑ その他　ભ体的にӱ

問ԃ　近所同士の付き合いはありますか。（{は㕱つ）

ԋ ැしく行き጖している

Ԍ たまに立ちᎭをする等、何かしらの交流がある

ԍ ၗで会えばあいさつを交わすくらい

Ԏ 地域のイベン׽等で会うくらい　

ԏ ৩もよく知らない

Ԑ その他　ભ体的にӱ

問ӻӺ　地域の௘り֓とや不安はありますか。（{は㕱つ）

ԋ ある Ԍ ない ԍ その他　ભ体的にӱ

問ӻӺ⿜㕱　ժ問ӻӺでզあるէとषးした人におො֬します。ի
その௘り֓とや不安はどのようなことですか（{はいくつでも）

ԋ ミやແࣿなどの環境に関する事ש

Ԍ 近所付き合いなどの人৖関係に関する事

ԍ 通学᎓やᇶၗ、ज़᎓ဲなどの交通に関する事

Ԏ ಓ安に関する事

ԏ 支援が必要と思われる人や世帯などの福祉に関する事

Ԑ その他　ભ体的にӱ
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Ө
３Ө ց֭֩֞႘ඛภঊ֪֣փ֥։ᇍ֌ֽ֖֘ՓӨ

 

 

問ӻӻ　交流しながら食事ができるような子ども食堂やフー׾バンクの機能を備えた、
誰でも利用できる地域食堂が近くにあれば、利用したいと思いますか。（{は㕱つ）

ԋ 利用したい Ԍ どちらかというと利用したい

ԍ どちらかというと利用したくない Ԏ 利用したくない

ԏ わからない

問ӻӻ⿜㕱　ժ問ӻӻでզ㕺էまたはզ㕻էとषးした人におො֬します。ի
その理ዡは、಑のどれにあたりますか。（{は㕲つまで）

ԋ 子どものためにあると安心だと思うから

Ԍ 出጖立てのࣽかい食事ができると思うから

ԍ ැが仕事等でཛくなる時に便利だと思うから

Ԏ 一人で食事するのは೔しいので人と交流しながら食事ができると思うから

ԏ い֕という時に助かると思うから

Ԑ 料理はન手だから

ԑ その他　ભ体的にӱ

問ӻӻ⿜㕲　ժ問ӻӻでզ㕼էまたはզ㕽էとषးした人におො֬します。ի
その理ዡは、಑のどれにあたりますか。（{は㕲つまで）

ԋ 他人と食事をするのはન手だから

Ԍ 食堂を利用していることを他人に知られたくないから

ԍ 食堂まで行くのが面ရだから

Ԏ 食堂を利用する必要がないから

ԏ その他　ભ体的にӱ

問ӻӼ　災害時に食料やࢃ料෯ࡒ外で必要だと思う設備や機能は何ですか。（ºは㕳つまで）

ԋ ഊ電等ができる電ଳの॰保 Ԍ の設備ءイ׽

ԍ 入ጏの設備 Ԏ プライバシーが保護される設備

ԏ 医ዄᆀの提供 Ԑ 必要な情報提供、࿿༥

ԑ 住民同士の助け合い

Ԓ その他　ભ体的にӱ

問ӻӽ　਷日はどのように過֓すことが多いですか。

ԋ ショッピング Ԍ やፅ行؋ライ׾

ԍ スؒー׹ Ԏ 自宅

ԏ その他　ભ体的にӱ

問ӻӾ　市内にあると良い(利用したい)と思う施設（機能）は何ですか。
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Ө

Ө

Ө

֓協力ありがとう֓֕いましたӨ

Ө

問ӻӿ　あなたのこれからの生活で不安に思うことは何ですか。（ºは㕳つまで）

ԋ 仕事や生活ᅉのこと

Ԍ 健康で過֓せるかどうか

ԍ 生きがい、やりがいを見つけられるかどうか

Ԏ Ꭱ後を一緒に過֓す人がいるかどうか

ԏ 子育てや子どもの教育に関すること

Ԑ 特にない

ԑ その他　ભ体的にӱ

問ӻԀ　ずっとௗの自宅で暮らしたいと考えていますか。（{は㕱つ）

ԋ 暮らしたい

Ԍ 住み替えを考えている

ԍ 住み替えを考えているが、ᆾଉの手続き等に不安がありẢẞする

Ԏ ऴ護が必要になったら施設を利用したい

ԏ わからない

Ԑ その他　ભ体的にӱ

問ӻԁ　あなたが人生の೸ቨを૸えるときにሰむ環境やඞଉは何ですか。（{は㕳つまで）

ԋ 最後まで家族と一緒にいられること

Ԍ 常に医療やऴ護の๔኷スタッフがいること

ԍ 誰かに見守られていること

Ԏ 最後までペッ׽と一緒にいられること

ԏ 食事や入ጏなど自分のペースで過֓せること

Ԑ できる଺りೡታや୻きな事を続けられること

ԑ その他　ભ体的にӱ

問ӻԂ　቎事業に関する֓意見֓要ሰ等がありましたら、֓自ዡに֓਋入ください
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